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メンタルヘルス苅策関係業務実施要領

1 はじめに

本業務実施要領は、都道府県労働局(以下「局」という。〕、労働基準監

督署(以下「署」という。)の労働衛生担当部署が、職場のメンタルヘルス

苅策に係る業務に取り組むに当たり、その基本的な考え方、業務の進め方

や個別指導のポイント等を解説し、業務の円滑な実施に資することを目的

として作成するものである。

2 職場のメンタルヘルスの現状と課題等

(1 ) 職揚のメンタルヘルスの現状と課題

今日の我が国の社会は、社会経済システムの大きな変革に直面し、就

業形態の多様化、雇用の流動化、成果主義の導入などにより、働き方や

就業意識が大きく変わりつつある。

労働者健康状況調査報告(平成 19年)によれば、職業生活等におい

て強い不安、ストレス等を感じる労働者は約 6割に上っており、また、

メンタルヘルス上の理由により連続 1か月以上休業し、又は退職レた労

働者がいる事業場は7.6%であるという結果となっている。このような

状況を背景に、精神障害等による労災支給決定件主主は増加傾向にあり、

平成 20年度は 269件に上っている。

さらに、うつ病等の患者叡は平成 20年には 100万人を突破し、ま

た、自殺者数は 12年連続で 3万人(このうち約 3割が被雇用者・勤

め人(会社役員等管理的職業を含む。))を超える状況となっている(平

成 20年の自殺者叡は 32.249人(被雇用者・勤め人は 8.997人〕で

あり、このうち原因・動機の特定者は 23.490人。原因 ・動機特定者

のうち「勤務問題J (復叡回答〕を挙げた者は 2.412人 〈被雇用者・

勤め人は 1.845人))。

一方、事業揚における取組状況を見ると、労働者健康状況調査報告(平

成 19年)によれば、メンタルヘルス苅策に取り組んでいる事業所は、
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全体の約3割にとどまっており、 I~\の健康対策に取り組んでいない事業

所においては、「専門スタッフがいなし¥J(44.3%)、「取り組み方がわか

らないJ(42.2%)などの理由により取組が十分に進んでいない状況にあ

る。

また、平成 21年に労働基準監督署が実施した調査 cr安全衛生業務の

効果的 ・効率的な縫進についてJC平成 21 年 2 月 17日 基安発第

0217001号)に基づくもの。事業揚規模 50人以上が対象。〉 の結果

を男ると、職場のメンタルヘルス対策の樹立に関して衛生委員会等 (安

全衛生委員会をさむ。以下「衛生委員会等」という。)で調査審議した事

業揚は、調査対象の約4割にとどまっているものの、事業i暑における取

組は徐々ではあるが着実に進んできている。(労働者健康状況調査報告

(平成 19 年〕では、規模 300~999 人の比較的大きい事業所におい

てち調査対象の約3割となっている。〉

(2) これまでの取組

精神障害等による労災支給決定件数のi富加等、職場のメンタルヘルス

に関する状況の深刻化を踏まえ、次のとおり関係法令や指針等の整備を

行ってきている (表 2-1)。

表2-1 メンタルヘルス対策の変遷

H12. 8 「事業揚における労働者の山の健康づくりのための 労働基準局長

指針J (旧指針〉の策定 通達

H13.12 「職場における自殺の予防と対応J (自殺予防マ 委託事業で作

ユアル〕の策定 成した冊子

H16. 10 rJ~\の健康問題により休業した労働者の職場復帰支 労働衛生課長
援の手引き」の策定 通達

H18. 3 「労働者のI~\の健康の保待11!!進のための指針J (健 厚生労働大臣

康保f寺僧進のための指針公示第3号〉。 が公表した指

労働安全衛生j去に根拠を置く公示として新たに策 童十

Fλ占ヒ『。

H18. 4 改正労働安全衛生j去の施行 (50人宋満の小規模事
業揚における面獲指導は平成 20年 4月施行〉

長時間労働者に対する医師による面接指導制度
の導入 (面嬢指導時に労働者のメンタルヘルス面
のチ工 ツクも実施〕
衛生委員会における審議事項に「労働者の精神

的健康の保持t曽進を図るための対策の樹立に関す
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る」とJを追加〈省令改正〕

H18.10 自殺対策基本法施行

H19. 6 自殺対策大綱策定 閣議決定

H19.10 「職場における自殺の予防と対応J(自殺予防マーユ 委託事業で作

アル〕の改訂 成した冊子

H20. 4 メンタルヘルス対策受媛センターの設置 委託事業

H20. 4 第 11次労働災害防止計画策定 厚生労働太臣

計画の巴標として「メンタルヘルスケアに取り組ん が定めた計画

でいる事業場の割合を 50%以上とすること。」を
記載。

H20.10 自殺対策加速化プフンの策定 自殺総合対策
会議決定

H21. 3 rl白の健康問題により休業した労働者の職場復帰支 労働衛生課長

援の手引き」の改訂 通達

H21. 3 「当面のメンタルヘルス対策の具体的准進につい 労働基準局長

てJ(局長通達〉 通達

H21. 4 メンタルヘルス対策支援センターの機能強化 委託事業

H21.10 職場のメンタルヘルス・ポータルサイト rccろの 委託事業

耳」の開設

H22. 2 いのちを守る自殺対策緊急プフン 自殺総合対策
会議決定

このように、「事業揚における労働者のI~\の健康づくりのだめの指針」

(平成 12年〕の策定以降、労働安全衛生法令の改正、関係する指針の

改訂、メンタルヘルス対策支援センターの設立等、職場のメンタルヘル

ス対策を促進するための施策の強化が図られてきている。

また、平成21年には、職場のメンタルヘルス対策に関して、局、署

が取り組むべき事項を具体的に示した「当面のメンタルヘルス対策の具

体的催進についてJ(平成 21年3月2 6日 基発第 0326002号。以

下仁総合通達」という。)を発出し、従来、「労働者のI~\の健康の保持I雪

進のための指針J (健康保持i営進のための指針公示第3号。以下、 「指

針」という。)の周知や啓発に留まっていた局、署の苅応について、メ

ンタルヘルスに関する個別指導の実施に取り組むことを指示したところ

であり、局、署の取組は、指針の周知や啓発の段階から、個別の事業揚

が具体的な措置を講じるための指導、支援の段階ヘ移行したところであ

る。
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3 メンタルヘルス対策関係業務の基本的な考え方

職場におけるメンタルヘルス対策については、労働安全衛生法等の一部

を改正する法律(平成 17年法律第 108号)、同法第 69条及び第 70条

の2に基づく指針の策定によりその充実を図っている。また、平成 20年

度を初年度とする労働災害防止計画においても「メンタルヘルスケアに取

り組んでいる事業揚の割合を 50%以上とすることJを目標とし、重点施策

として位置づけるとともに、平成 21年には総合通達を策定しメンタルヘ

ルス対策の具体的な取組方法を示して推進しているところである。

昨今のメンタルヘルスに関する状況は 2(1)に示したとおりであり、こう

した状況を踏まえ、職場のメンタルヘルス対策の一層の挺進を図ることと

し、とりわけ事業者の強いリーダーシッブはもとより労働者ち積極的に協

力し組織的な取組を行わせること、具体的な取組に当たっては指針に基づ

き個々の事業揚の実態に即レた取組を着実に実施させることを基本とする。

特に、職場のメンタルヘルス対策が労働安全衛生行政の最重要課題とし

て位置づけられていること、総合通達により、局、署の取組が、個別事業

揚への指導等の段階ヘ移行していること等を踏まえ、メンタルヘルス苅策

支援センター等の関係機関とも連携を図り、事業揚の取組状況も踏まえた

実刻ある個別指導を積極的に実施することが必要である。

個別指導においては、事業者からの具体的な相談に対し、適切な闘言・

指導を行うことが求められており、個々の職員が職場のメンタルヘルス対

策に関する知識を身につけ、事業揚の実態に即した助言・指導を行うこと

が必要である。

4 業務の進め方

「安全衛生業務運営要領についてJ(平成 15年3月 12日 基発第

0312010号)及び「安全衛生業務運営要領の改正についてJ(平成 17 

年3月25日 基発第 0325006号)等に基づき、管内情勢の把握・分析、

適切な行政手法の選択、業務計画の策定と実施、I1J1組状況の評価と改善等

を行い、メンタルヘルス関係業務が適切かつ着実に実施されるように、中

長期的な視点ち考慮して取り組むことが重要である。
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(1 ) 管内情勢等の把握・分析

管内の事業揚におけるメンタルヘルスに関する法令等の認知状況、メ

ンタルヘルス苅策の取組状況や取組の陥路、行政二一ズ等の把握 ・分析

を行い、管内のメンタルヘルス対策の課題、問題点を明らかにする。

管内情勢の把握は、これまでの行政指導等の結果、労働相談の状況、

各種統計資料、産業保健推進センターや都道府県などの関係機関の情報

等を活用するとともに、必要に応じ、自主点模やアンケー卜調査を実施

して行う。

また、自殺対策等、都道府県や市町村などの関係機関において取組が

行われている揚合には、その取組状況等ち把握する。

(2) 行政手法の検討

管内情勢等の把握 ・分析の結果、これまでの行政の取組状況、過重労

働対策等の他の苅策との関係、関係機関の動き等を勘案し、中長期的な

取組の視点も考慮し、周知啓発、自主点険、集団指導、個別指導、監督

指導、衛生管理特別指導事業揚の指定、事業者団体の活用、関係機関と

の連傍等、個別指導を中I~\としつつ適切な行政手法を検討する。

例えば、管内事業場の取組が十分に把握できていない場合には、自主

点倹の実施、特定の業種や規模の事業揚に問題が多くみられる場合には、

これらに対する集中的な集団指導 ・個別指導の実施、都道府県の自殺対

策部局が啓発活動等を実施する場合には、これらと連携した活動の実施

等、様々な手法の組み合わせも併せて検討し効果的な方法を選定する。

行政手法の検討に当たっては、メンタルヘルス不調が、有害物の暴露

等の職業性疾病と異なり、特定の職場、特定の業務に起こる問題ではな

く、あらゆる職場で起こりうる問題であることに留意することが必要で

ある。

また、中長期計画を策定し、管内の諜題や問題点について、達成すべ

き具体的な目標や時期、行政手法、評価の方法等をあらかじめ定めて計

画的に取り組むことも刻果的である。なお、 B標を設定する傷合には労

働災害防止計画の目標にち留意し、達成状況の評価が司能となる異体的

なものとすることが重要である。
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(3) 業務計画の策定、実施及び評価

年間安全衛生業務計画の策定に当たっては、管内情勢等の把握・分析

の結果等を踏まえ、メンタルヘルスに関する個別指導等について必要な

業務量を計上レ、これを着実に実施する。また、業務計画に基づく取組

の状況を把握・評価し、必要な改善を行う。

(4) 関係部局との連携

業務の実施に当たっては、監督担当部署(監督指導との調整)、労災担

当部署(精神障害等に係る治災認定〉と連携を図るとともに、労働相談

担当部署(メンタルヘルスに関する相談の状況)、職業安定担当部署(精

神障害者の支援、ハローワークにおける自殺対策〉、雇用均等室(セクハ

ラ関連)、都道府県(自殺苅策〉、関係機関(自殺対策〉の取組状況等ち

把握し、連携した取組を行う。

5 個別指導の実施

労働安全衛生法令、指針、総合通達、「当面のメンタルヘルス対策の具体

的挺進に当たっての留意事項についてJ (平成 21年3月 26日 基発第

03260003号 以下「留意通達」という。〉のほか、関係通達に基づき

個別指導を実施する。個別指導の実施に当たっては、メンタルヘルス対策

支援センターとの連携に留意する。

(1 ) 個別指導の目的

個別指導は、事業者に苅し、労働安全衛生法令や関係の指針等に基づ

くメンタルヘルス対策を講じさせ、ちって、労働者のメンタルヘルス不

調の予防を図るとともに、メンタルヘルス不調者の早期発見と適切な苅

応、メンタルヘルス不調により休業した労働者の円滑な職場復帰を図る

ことを目的としている。

個別指導に当たっては、単に取組の問題点を指摘することに留まらず、

事業i暑の取組みの状況等ち考慮し、メンタルヘルス対策の体制づくり等

について、具体的な取組方法等の朋言を行い、苅応策の検討を指導する

ことが重要である。

(2)個別指導の重点対象
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留意通達に基づき、次の7フ、イ及びウを重点として個別指導を実施す

る。なお、メンタルヘルス不調は、あらゆる職場で起こりうる問題であ

ることから、メンタルヘルス苅策の重点対象でない揚合であっても、原

則、メンタルヘルスに関する周知・啓発等を実施する。

..のちの。

ウ 業I君

ることとしても差し支えない。

(3) 個別指導の重点事項

留意通達に基づき、次のア~オを重点事項として個別指導を実施す

る。指導の際には、指針5に定める4つのメンタルヘルスケアの取組

状況等について、具体的な活動が行われているかを把握し、事業場の

実情ち考慮して具体的な取組方法等について指導等を行うこと。

ア

イ

ウ

エ
オ

(4) 個別指導の実施方法

具体的な指導に当たっては、職湯のメンタルヘルス苅策の必要性に

ついて事業者に苅し丁寧に説明を行い、十分な理解と認識を得て、自

律的、継続的な取組が行われるように指導する。
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ア指導対象の事前調査

個別指導を的確に実施するためには、行政運営方針、安全衛生留意

通達、メンタルヘルス関係通達等を熟読するとともに、年間安全衛生

業務計画上の位置づけや、指導の目的を理解しておくことが重要であ

る。その上で、まず、指導苅象がどのような事業場なのかを把握する

ことが第一歩である。

事業揚の情報の把握に当たっては、労働基準行政情報システムを活

用し、業種、規模、労働時間、健康診断の状況、災害発生状況、過去

の指導結果等の情報を収集する。その他、労働相談、 36協定、計画

届等の情報、企業のホームページ等の情報等、できる限り情報を収集

し、個別指導の実施前に、あらかじめ大まかな事業揚の実態を把握す

る。

イ 個別指導の実施方針の験討

事前調査の情報を基!こ、指導に当たっての着眼点や指導事項、指

導方法、想定される質問等をあらかじめ検討し、指導に要する情報を

整理するなど必要な準備を行う。

ウ事業揚訪問

事前調査で把握した情報、関係法令、重要通達、安全衛生指導書、

関係パンフレット等の関係資料を携行し、服装、保護具等の装備、

その他身分証、筆記用具等を整え、事業揚を訪問する。

事業揚訪問時には、労働基準監督署名と自分の氏名を伝え、責任

者と面会する。

工事業煽情報の把握

事業揚の名称、所在地、事業内容の詳細、労働者数、労働組合の

有無、週所定労働時間、災害発生状況等の基本的な情報に加え、産

業医、衛生管理者の選任等の安全衛生管理体制やその活動の状況、

定期健康診断の実施や事後指置、長時間労働者に対する医師による

面接指導の実施等健康管理に関する措置の状況、メンタルヘルス対

策の取組状況等を聴取し、メンタルヘルスに関する取組の課題や問

題点を把握する。
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オ指針に則した指導の実施等

指針の基本的な構成は図 5-1のとおりである。

個別指導においては、個別指導の重点事項をもれなく確認 ・指導

することに留まらず、取組の状況をつぶさに把握し、事業場の実情

に応じて指針に則した取組について具体的な悶言を行い、適切な活

動が行われるよう指導する。

図 5-1 指針の基本的な構成

(心の臨 づくり調崎定l.[衛甥 員錯制調査審議 )

s ， 
園周回掴臨調E調

聞包苦による叫 (管理監督習による町 償譲署長智世管理者等 (事案場舛の畿鋼

による・') 事門家等による}

教育研修・情報提供
(管理監督者在吉む全ての労働者が対露)

、

職場環境等の把握と改善 1 
(メンタルヘルス不調の未然防止) J 

メンタルヘルス不調への気づきと対応
(メンヲルヘルス不調に陥った労働者の早期発見と適切芯対応)

職場復帰における支援
、、

高 1 管理監督者もセルフケアの対象者に含まれる.

;* 2 通常のラインによるケアが圏雛怠業務形態の場合も、実務において指揮命令系統の上位にいる者により'77が

行われる体制在監える芯ど、同磁のケアが確実に実施されるようにする.

提3 それぞれのスヲッフの能割|草以下のとおり.

0産業医等専門的立場から対策の実施状況の犯握.助言指導革どを行う.

また.置時間労働者に対する画佳指導等の実施やメンヲルヘルスに閲する個人の健康情報の保護につ

いても.中心的役割在果た苦.

0衛生管理者等教育研惇の企画 実飽.相設体制づくり忽どを行う.

0保健師等 労働者及び管理監督者からの相識対応拡どを行う.

0心の健康づくり専門スヲッフ教育研修の企画実飽.相談対応草どを行う.

O人事労務管理スヲッフ労働時間等の労働条件の改善、労働者の適正~芭に配慮する。
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なお、小規模事業場等、指針に則しだ活動のすべてを行うことが

困難と考えられる事業場に対しては、メンタルヘルス対策の必要性

を十分に説明し、事業者の理解を得ることを第ーとし、事業者の方

針の表明、セルフケア、ラインによるケアを中I~\ として、事業揚の

実情に応じて実施可能と考えられる事項から取組を進めるよう指導

するととちに、メンタルヘルス対策支援センター、地域産業保健セ

ンタ一等、国の委託事業により無料で実施している事業を活用する

よう勧奨する。

指針における用語の意味
[ 1]ライン

日常的に労働者と接する職揚の管理監督者(上司その他労働者を指揮命令する者〉をいう。

[2]産業医等

産業医その他労働者の健康管理等を行うのに必要な知識を有する医師をいう。

[3]衛生管理者等

衛生管理者、衛生推進者及び安全衛生雄進奮をいう。

[4]事業1塁内産業保健スタッフ

産業医等、衛生管理者等及び事業揚内の保健師等をいう。

[5J ''''の健康づくり専門スタッフ

精神科・''''療内科等の医師、，，，I!~里職等をいう。

[6]事業揚内産業保健スタッフ等

事業揚内産業保健スタッフ及び事業場内のI~\の健康づくり専門スタッフ、人事労務管理スタ

ッフ等をいう。

[7]事業揚外資源

事業揚外でメンタルへルスケ7ヲへの支援を行う機関及び専門家をいう。

[8]メンタルへルス不調

精神および行動の障害に分類される精神障害や自殺のみならず、ストレスや強い悩み、不安

など、労働者のの身の健康、社会生活および生活の質に影響を与える可能性のある精樽的およ

び行動上の問題を幅広く含むちのをいう。

6 個別指導のポイント等

指針に示す事項の具体的な指導に当たり、確認する書類、確認事項、指

導のポイント等は、次のけ)~ (9)に示すとおりである。なお、法令、

通達に定める事項以外に関する朗言等については、事業者の理解と協力を

得て行われるものである。
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r1 )衛生委員会等における調査審議

{安衛法第 18"-'19条、安衛令第 9条〉

【確認する書類】

① 衛生委員会等の設置

【確認事項】

衛生委員会等の設置、調査審議の状況等を確認する。また、衛生委員会

等の設置義務のない小規模事業揚については、関係労働者の意見を蹄くた

めの機会を設けているかを確認する。

【指導等のポイント】

ついて指導する。

② 衛生委員会等の委員構成

【確認事項】

産業医、衛生管理者の選任の状況、衛生委員会等の構成員、労働者代表

の指名の手続きや人数等を確認する。

産業医、衛生管理者については、作業場等の巡視の状況、選任報告の提

出状況を併ぜて確認する。

【指導等のポイン卜】

上記法令に基づく借置を確認した上で、

ついて指導

する。
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導する。

【解説】

[衛生委員会の構成員]

総括安全衛生管理者叉は事業の実施を統括管理する者等 (1名。議長〕

衛生管理者

産業医

労働者 (衛生に関する経験を有する者〕

* 議長以外の委員の半数は、労働者の過半数で組織する労働組合又は労働者

の過半主主代表者の推薦に基づき指名する。

③ 衛生委員会等の柑議事項

【確認事項】

労働安全衛生規則 (昭和 47年労働省令第 32号。以下「規則」とい

う。〕 第 22条に基づき、「労働者の精神的健康の保持増進を図るための

苅策の樹立に関すること」が調査審議されているかを確認する。

また、調査審議において、次の事項がさまれているか確認する。

a 事業揚におけるメンタルヘルス対策の実施計画の策定等に関するこ

と

b 事業場におけるメンタルヘルス苅策の実施体制の整備に関すること

C 労働者の精神的健康の状況を事業者が把握したことにより当該労働

者に対して不利益な取扱いが行われるようなことがないようにするた

めの苅策に関すること

d 労働者の精神的健康の状況に係る健康情報の保護に関すること

e 事業揚におけるメンタルヘルス対策の労働者への周知に関すること
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【指導等のポイン卜】

事業i暑におけるメンタルヘルス対策を実刻あるものとするためには、

産業医、衛生管理者からの医学的及び専門的な見地からの意見が重要で

ある。また、労働者のメンタルヘルス不調は機微な問題であり、ストレ

スチェックの実施や職場復帰支援等、個人の健康情報の取得が必要な

様々な揚面において、労働者の同意を得て実施することが必要である。

これらについて事業者に説明し、産業医、衛生管理者、労働者等の参加

の下、衛生委員会等で十分な調査審議を行い、労使が協力して組織的な

取組を行うよう指導する。

衛生委員会等における調査審議に当たっては、

指導する。

..  指導する。

..指導する。

常時50人未満の労働者を使用する事業揚については、

④ 衛生委員会等の開催、委員の出席状況
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【確認事項】

開催の頻度(毎月 1回以上)、各委員の出席状況を確認する。

【指導等のポイン卜】

I ⑤ 議事録の概要の周知等

【確認事項】

議事概要について、作業i賓の男やすい揚所に掲示する等、開催の都度、

遅滞なく労働者に周知しているかを確認する。

また、議事録を作成し3年間保惇しているかを確認する。

【指導等のポイント】

議事概要の周知は、衛生委員会等の透明性を確保するとともに、個々の

労働者が議事概要を把握することにより、労使が認識を共有し、協力レて

労働衛生対策を進める上で重要な役割がある。

メンタルヘルス対策に係る労働者の積極的な協力を促す観点ち盆め、議

事概要の周知について指導する。

また、労働者が容易に議事概要を確認できるように、掲示湯所や周知の

方法について工夫するよう指導する。

議事録が保序されていない場合には、 3年間保得するよう指導する。
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( ω ，~\の健康づくり計画の策定

メンタルヘルス対策は、中長期的視点に立って、継続的かつ計画的に行

われるようにすることが重要である。11j，の健康づくり計画は、各事業i暴に

おける労働(安全)衛生に関する計画の中に位置付け、他の労働衛生活動と

一体として取り組むことが望ましい。

【確認する書類】

【確認事項】

11j，の健康づくり計画が、衛生委員会等の調査審議を経て策定されているか

確認する。まだ、 11j，の健康づくり計画にあ、いて、次の事項が定められている

か確認する。

a 事業者がメンタルヘルスケ?を積極的に推進する旨の表明に関する

こと。

b 事業揚における11j，の健康づくりの体制の整備に関すること。

C 事業湯における問題点の把握及びメンタルヘルスケアの実施に関する

こと。

d メンタルヘルスケアを行うために必要な人材の確保及び事業揚外資

源の活用に関すること。

e 労働者の健康情報の保護に関すること。

f 11j，の健康づくり計画の実施状況の評価及び計画の見直しに関すること。

g その他労働者の11j，の健康づくりに必要な描置に関すること。

【指導等のポイン卜】

11j，の健康づくり計画の策定に当たっては、衛生委員会等において十分に

調査審議するよう指導する。

指導に当たっては、リーフレッ卜(職場における11j，の健康づくり〉等ち

活用し、こころの健康づくり計画の事例を示すなど、事業者が容易に理解

できるように工夫する。併せて、
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し、必要に応じて、 薗に基

づいてメンタルヘルスの取組が着実に実施に移されるよう指導する。

また、上記 a~g が網羅された計画となるように、事業i君の取組の実情

ち考日空し、下記[解説〕ち踏まえて悶言を行うとともに、

【解説】

[山の健康づくり計画で定める事項と内容]

a 事業者がメンタルヘルスケアを積極的に推進する旨の表明に関すること。

→ 事業者の取組姿勢を定めて記載する。

事業爆のトップがメンタルヘルスケアの重要性を認識し、その推進を表明

することで事業揚全体の気運が高まり、活動の効果が高くなる。

表明は簡潔でわかりやすい内容がよい。表明内容については、社内イント

ラネットへの掲示や社内報への掲載など、各種の機会に労働者への周知する

ことが必要である。

b 事業湯における11)¥の健康づくりの体制の整備に関すること。

→ 労働者、管理監督者、事業揚内産業保健スタッフ、人事労務管理スタッフ

等の役割、また、労働者の相談対応や、職場復帰支緩の体制等について定め

て記載する。

誰が中山となって、どのように進めるかを定めておかなければ取組は進ま

ない。事業者が主体となって、産業医、衛生管理者等の意見を聴きながら関

係者の役割や対応を検討する。

C 事業揚における問題点の把握及びメンタルヘルスケアの実施に関すること。

→ 職場環境の評価と問題点の把!屋、職場環境の改善の方法について記載する

ととちに、教育研修の実施、職場復帰支援などメンタルヘルスケアの進め方

を定めて記載する。

事業揚における問題点の把握方法等については「職場環境の把握と改善J(P

45)を参照のこと。

d メンタルヘルスケアを行うために必要な人材の確保及び事業揚外資源の活

用に関すること。

→ 産業医、衛生管理者等、メンタルヘルスケ?を担当する人材の確保と資質

の向上、社外の相談機関や医療機関等事業湯外資源の活用方法について定め

て記載する。
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事業場内産業保健スタッフ等の資質の維持、向上を図るためには、メンタル

ヘルスに関する研修の受講等により、最新の知男や他の事業揚の取組事例を

入手することが重要である。メンタルヘルス対策支援センターや産業保健推

進センターの活用、事業苦言周辺の精神科医療機闘をリストアップするなど、

メンタルヘルス対策が適切に行われるよう体制を整える。事業湯外資源の活

用については、「事業場外資源によるケアJ(P35)を参照のこと。

e 労働者の健康情報の保護に関すること。

→ J~\の健康問題には誤解や偏見がつきまといやすいことから、労働者の健康

情報やプライパシーの保護の方法について定めて記載する。

労働者の健康情報の保護は、 J~\の健康問題に限らす、健康管理全般におい

て行われるべきことであるが、特に、 J~\の健康問題では偏見や誤解がつきま

といやすいため特に配慮が必要である。例えば労働者が産業医等に相談υた

揚合に、労働者のプライバシーをどのように守るのかについて方針を決め、

これを労働者に周知しておくことが大切である。

健康情報の取り鍛いについては、「個人情報の保護への配慮J(P88)を

参照のこと。

f J白の健康づくり計画の実施状況の評価及び計画の男直しに関すること。

→ J~\の健康づくり計画の実施状況について、評価の方法や時期、見直しの手

順などを定めて記載する。

J~\の健康づくり計画については、定期的に実施状況の評価を行い、改善す

べき事項等があれば計画の見直しを行う。こうした活動を継続して行うこと

により、職湯のメンタルヘルス対策がより効果的に行われることが期待でき

る。

g その他労働者のJ~\の健康づくりに必要な措置に関すること。

→ 事業傷の実情に応じて必要な箔置について定めて記載する。

その他、事業場の事情に合わせてルールやマニュアルを作っておくとよい。

【参考・具体的取組に当たっての留意事項等】

(Jωの健康づくり計画の評価と改善〕

J~\の健康づくり計画を実施したら、年度毎などにその実施状況を評価すること

が必要である。計画どおりに進まない等問題がある場合には、これを改善して次

年度にはより良い計画を立て実施するようにする。事業揚のメンタルヘルス対策

は一朝一夕にできあがるものではない。計画と評価・改善を重ねて、 事業湯のメ

ンタルヘルスケアを次第に充実したものに育てていくことが大切である。

産業保健における評価には、一般的にパフォーマンス〈過程〉の評価とアウト

カム(結果)の評価がある。パフ万一マンスの評価(プロセスの評価、システム
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の評価〉は計画レたことが計画どおりに実施されたかどうかの評価であり、定量

的には管理監督者の教育研修への出席率、定性的には教育研修が良かったという

意見が多かつだ等が指標の例としてあげられる。アウト力ム評価では、定量的に

は精神障害による疾病休業が減った、あるいはストレスの訴え率が目標まで低下

した、定性的には復臓の好事例の件数が増えた、相談するということが定着レた、

あるいは職場のコミュ二ケーシヨンが良くなったなどが例とレてあげられる。

大事なことは、どのように評価するかはI~\の健康づくり計画を策定した時点で

事前に決めておくこと、そしてもう一点は、評価は次の対策への活力を生むため

のものであることである。衛生委員会等における調査審議を通じて、良かった点

を確認し、改善すべき点を具体的にして、次の計画に反映していくことが重要で

ある。

(職場外の問題への対応〕

労働者のメンタルヘルス不調は、職場の問題だけでなく、家庭 ・個人生活等の

職場外の問題や、性裕など個人の特性にも影響される。原因は職場の問題か、職

場外の問題かということがよく議論されるが、個々の事例においてはこの2つの

影響を明確に区別して評価することは困難である。 I~\の健康づくり計画において

は、蛾宣言の要因にだけ注目するのではなく、個人的な問題による相談や家族への

広報など、職場外の要因についても対応できるよう考えておくとよい。

労働者と家族が共に参加できる教育研修や相談の機会も、横討されることが望

まレい。
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メンタルヘルスケアでは、セルフケ?、ラインによるケア、事業湯内産業

保健スタッフ等によるケア、事業場外資源によるケアの4つのケアを継続的

かつ計画的に実施することが重要:である。

(① セルフケア

【確認する書類】

O 

【確認事項】

セルフケアに関する研修の実施状況、労働者が自発的に相談できる体制

の整備状況、セルフチ工ツクを行う機会の提供の状況を確認する。

【指導等のポイント】

メンタルヘルス対策を進めるためには、メンタルヘルス不調者への対応

に加え、メンタルヘルス不調の予防を図る観点から、労働者自らがストレ

スに対処する知識、妓j去を身につけ、日常生活の揚でそれを積極的に実施

できるようにすることが重要である。

セルフケアの主な内容は、ストレスへの気づきと対処、自発的な健康相

談である。その鍵となるのが「いつもと遣う」自分に気づくことである。

「気づき」を促進するためには、労働者がJ~\の健康について正しく理解

し、自らのストレスやJ~\の健康状態について適切に認識できるように教育

や訓練を行うととちに、労働者が自発的に相談できる体制を整備すること

が必要である。このため、

セルフケアに関する研修の実施 CP38、P136参照〕

労働者が自発的に相談できる体制の整備 CP74参照)

セルフチェ ックを行う機会の提供 CP74参照)

等について、研修の実施方法や具体的な進め方、管理監督者や事業揚内産

業保健スタッフによる相談対応の進め方、ストレスチェックの実施やその
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留意点等を教示するとともに、事業湯の取組の状況を把握し、取組の実情

ち考慮して、【解説]及び[参考]を踏まえて具体的な取組方法等について

朗言を行い、適切な活動が行われるよう指導する。

なお、セルフケアの実施に当たっては、一般労働者だけでなく、プレイ

ング ・マネジャーとして業務負荷の高まっている管理監督者のセルフケア

が重要となっていることに留意レ、管理監督者もさめて実施するように指

導する。

【解説】

[ストレス対処の進め方]

ストレスに対処するには、ますストレス反応に気づくことが必要である。スト

レス反応としては、「身体反応J(筋肉の緊張、 I~\臓がどきどきする、口が渇く、

手のひらなどに汗をかく、不眠、疲労感等〕、「精神・ I山理反応J(不安、抑うつ、

倦怠感等〉、「行動反応J(遅刻、欠勤、出社困難、人間関係の障害 (ヨ|さこちり、

暴力など〉、アルコール多飲)などの症状が現れる。

セルフケアのための技法としては、自律訓練法、 ベンソンj去、斬進的筋弛緩j去

などがある。自律訓練法の概要は次のとおり。詳細は知識編 (P138)を参照

のこと。

自律訓練法

自律訓練法は催眠の研究から体系化され、その習得が比較的容易なこと

からI~\身症の治療活やリラクゼーション按法とレて広<利用されている。

自律訓練法は、ストレスを解消して不安や緊張をほぐし、筋肉を弛緩させ

自律神経系の働きのバランスを整える。自律神経系には交感神経系と副交

感神経系があり、r そのバランスで胃錫やI~\臓の1動き、血圧などのコントロ

ールをレていることは周知のとおりである。

自律訓練法では、決められた言葉(公式〕を山の中で唱えながら、から

だにI~\を向けていくことによって、段階的にリラックスレていく 。 はじめ

に背景公式「気持ちが港ち着いている」の練習を行い、それが習得できて

から、順に第1公式「両腕両脚が重たいJ、第2公式「両腕両脚が温かい」、

第 3公式 r/~\臓が(静かに〕 規則正レく打っている」、第4公式「楽に呼

吸(息〉 をしている」、第5公式「お腹が温かい」、 第 6公式「額が (/~1t也

よく〉涼しい」の練習に進む。ただし、リラクゼーション技法として利用

する揚合には、第2公式までの練習で十分とされている。
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練習するときのポイント

。ベルトや腕時計などからだを圧迫するものは、あらかじめゆるめて

おく

。事前にトイレはすませ、空腹時は避ける

。なるべく静かなくつろげる揚所を選ぶ

。練習は、 1 回 3~5分で、 1 日 2~3回行う

練習のIe，¥がまえ(ここがポイン卜)

自律訓練法は、「落ち着いている」状態をイメージすることにより、 lω
身を弛緩させる方法である。「気持ちを落ち着かせよう」と目的意識を持

つと必ずある種の緊張を生み、かえって練習の妨げになるので注意する。

準備ができたら、両腕、両脚を何となく頭に浮かべて公式を無Ie，¥に頭

の中で繰り返すだけでよい。

消去動作

練習を急に比めると、頭がぼんやりしたり、身体に力が入らなくなる

ことがある。通常の業務にちすぐ入れるように、取消しの動作 〔消去動

作)を必ず行ってから止めるようにする。具体的には両手を握ったり聞

いたりし、次に両肘を曲げたり伸ばしたりする (いずれも5、6回)。 最

後に背伸びをするように

2、3度大きく深呼吸を行う。

【参考・具体的取組に当たっての留意事頃等】

(セルフケアの留意点)

メンタルヘルス対策を実施する場合には、

① 自分のストレスやメンタルヘルスの状態を的確に把握することは必すしも

容易ではないこと。また、 Ie，¥理的なストレスは身体面にち影響を及ぼすもの

であり、身体面の不調の陰に隠れて精神面の不調の発見が難しい場合がある

こと

② メンタルヘルス不調の有無は、解雇や労働条件の低下など労働者の意に治

わない取仮いに結びつきゃすいこと

③ メンタルヘルス不調に関レては、未だに誤解や偏見があることから、同僚

やよ司等身近な人への相談をためらい、適切な対応が行えない場合があるこ

と

④ 自分自身のメンタルヘルス不調を認めたくないとの患いがある揚合がある

こと

等に留意が必要である。

したがって、自分自身の状態を把握するための知識の取得、メンタルヘルス不
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調に関する正しい知識の付与、労働者のプライパシーの保護と産業医、衛生管理

者の守秘義務の徹底、安I~\ して相談できる体制の整備、医療機関のへのつなぎと

診断、治療等が適切に行われるようにするようことが重要である。

労働者が自発的に相談できるようにするためには、相談することにより必要な

情報や助言が得られ、一方で周囲に知られるなどの不利益を被ることがないなど、

相談が役立つことを労働者に周知することが必要である。
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(② ラインによるケア

[確認する書類】

【確認事項]

労働者からの相談対応の状況、職場環境の把握と改善の実施状況を確認す

る。

【指導等のポイン卜】

メンタルヘルス不調の予防と適切な対応を行うためには、日常的に労働者

と援し、具体的なストレス要因の把握と改善を行う権限のある職場の管理監

督者の役割が重要である。

ラインによるケアは、 管理監醤者により行われるケアであり、部下のI~\の

異変に早期に気づき、適切な対応を行うとともに、職湯環境を評価して問題

点を把握し、改善を図っていくものである。

業務を一時的なプロジェク卜体制で実施するなどラインによるケアが困

難な事業形態の揚合には、実務において指j軍命令系統の上位にいる者等によ

りケアが行われるようにする必要がある。

指導に当たっては、事業揚の取組状況を把握し、[解説】及び[参考】ち

踏まえ、「いつもと違う」部下の特徴や対応の手|帳、積極的傾聴方法等を教

示するととちに、 f職場環境の把握と改善J(P45参照〉について具体的な

手法等を教示し、事業場の実情ち考慮して取組の闘言を行い、適切な活動が

行われるよう指導する。

【解説】

[職場環賃改善の進め方]

職傷t素質におけるストレス要因としては、作業環鏡、作業方法、労働時間、仕事

の量と質、職場の人間関係等が挙げられる。管理監督者は、ます職場環境等のスト

レス要因を把握する必要がある。

その方法としては、

① 日常の管理の申で部下の仕事状況を把握レ、問題点を明らかにする。
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-② 部下から本人が感じているストレスを直接聴き取る

③ 職業性ストレス簡易調査票による評価結果を活用するなど、事業湯内産業保

健スタッフ等が行うストレス評価の結果を活用する

などがあげられる。

職業性ストレス笥男調査票を活用したメンタルヘルスケアの実施方法は P47

を参照のこと。管理監督者は、このようにして把渥した具体的な問題点について、

職場環境、職場組織、勤務形態などを男直し、改善を行う。権限の範囲を越える

揚合には、上司やメンタルヘルス推進担当者や事業場内産業保健スタッフ、人事

労務管理者など、権限のある蓄や組織等に苅して必要な報告や提案を行う。職場

環境等の改善に当たっては、労働者の意見を聴くことや労働者の個人情報の保護

に配慮することが大切である。

【参考:具体的取組に当だっての留意事項等】

((，¥っちと遣う部下の把握と対応〉

ラインによるケアで大切なのは、管理監醤者が「いつもと違う」部下に皐く気

づくことである。現場の身近な葎在として、管理監督者は不調者の早期発見のた

めのキーパーソンと言える。「いっちと遣う」という感じをもつのは、部下がそ

れまでに示してきた行動様式からズレた行動をするからである。それまで遅刻を

したことなどなかった部下が遅刻を繰り返したり、無断欠勤をしたりするように

なった状態である。その例は次に示すとおりである。速やかな気づきのためには、

日頃から部下に関山を持って援し、いつもの行動傑式や人間関係の持ち方につい

て知っておくことが必要である。

「いつもと遣う」部下の様子

遅刻、早退、欠勤がi習える

休みの連絡がない (無断欠勤がある〕

残業、休日出勤が不釣合いにi管える

仕事の能率が悪くなる。思考力・判断力が値下する

業務の結果がなかな力でてこない

報告や相談、職場での会話がなくなる 〈あるいはその逆)

表情に活気がなく、動作にも元気がない (あるいはその逆〉

不自然な言動が目立つ

ミスや事故が目立つ

服装が乱れたり、衣服が不潔であったりする

「いつもと遣う」部下に対しては、管理監督者は職務上何らかの対応をする必

要がある。しかし、「いつもと遣う」部下には病気が隠れていることが少なくな
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く、病気の有無の判断は医師の領減である。したがって、管理監督者が「いつも

と遣う」と感じた部下の話を聴き、産業医のところヘ行かせる、あるいは管理監

督者自身が産業医のところに相談に行く仕組みを事業湯の中に作っておくこと

が望まれる。事業場によっては、保健師、看護師、臨床山理士、山理相談担当者、

または産業力ウンセラーが産業医との仲介役を果たす形をとることもあり得る。

「いつもと違う」部下の把握と対応は、単純にいえば、「気づき→声かけ→聴く

→つなぐ (相談に行かせる)Jという一連の対応を速やかに行うことである。現

揚では、ためらいや遠慮から声かけが遅れ、つなぎが速やかに進まないことも多

い。管理監督者が思込みや抱込みに陥らないよう、早期発見と適切な対応の重要

性を伝え、具体的な声かけの方法についても教育することが有用である。また、

つなぎがスムーズに進むためにも、日頃からの部下とのコミュ二ケーションの重

要性についても強調する必要がある。

「いつもと違う」部下への苅応の手11慎

関I~\と気配り -日頃から部下をよく見ておく

ょユ
気づき | ・「いっちと遣う」ことに速やかに気づく

よユ
声かけ | ・ためらわすに声をかける

よユ
話を聴く

ι 
つなぐ

(部下からの相談への対応)

-しっかりと話を聴く

批判は控える、結論を急がない、プライパシーに配慮、

適切な情報を提供する

-不安を感じたら、社内の相談窓口や産業医等、

叉は社外の専門家への相談・受診を促す

職場の管理監督者は、日常的lこ、部下からの自主的な相談に対応するよう努め
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なければならない。そのためには、部下が上司に相談しやすい環境や雰囲気を整

えることが必要である。また、長時間労働等により疲労が蓄積している部下、強

度のI~\理的負荷を伴う出来事を経験した昔日下、特に個別の配慮が!&JI要と思われる

部下に対しては、管理監督者から声かけをし、

① 話を聴く(積極的傾聴〉

② 適切な情報を提供する

③ 必要に応じて事業i署内産業保健スタッフ等や事業場外資源への相談や受診

を促す

などの対応も必要である。

管理監督者が部下の話を積極的に聴くことは、職場環境の重要な要素である職

場の人間関係の把握やI~\の健康問題の早期発男 ・ 早期対応という観点からも重要

である。

また、部下がその能力を最大限に発揮できるようにするためには、部下の資質

の氾握ち不可欠である。部下のちのの見方や考え方、行動様式を理解することが、

管理監督者には強く求められている。そのためには、まず、部下の話を聴くこと

が必要である。積極的傾聴法は、人の話を聴く基本となる技法の一つであり、管

理監督者には易につけてほしいものとされる。そのポイントは次に示すとおりで

ある。

一方、管理監督者がこのような適切な対応ができるようにするには、事業者が

管理監督者に労働者の話を聴く按術を習得する機会を与えることが欠かせない。

教育研修においては、短時間ではあっても傾聴実習をさめることが大切である。

積極的傾聴法の具体的進め方は「知識編JCP148)参照のこと。
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積極的傾聴法

- 傾臆の基本的姿勢(力一ル ・ロジャーズによる〉

受 容 .肯定的関I~\を持って相手の話を聴くこと。その第歩は無条件に

相手を受け止めることである。表現された言葉や行動よりも相手

の気持ちを受け止めることがポイントとなる。

共 感相手の体験しつつある!感情や思考が聴き手に直接感じとられ、聴

き手が相手と同様なI~\理的体験をすること〔聴き手が、もし自分

が相手と同じ状況におかれたと仮定レたら、相手と同じような感

情や思考を体験するだろうなと考えながら相手の話を聴くこと)0. 

自己一致 臆く側ち自分の気持ちゃ感情に気づいておき、構えることなく、

ありのままの自分で、素直に聴く態度でいること。そういう状態

は誠実であり、純粋であるということができる。

- 本人に考えさせる

オープン・リード

栂手がどこからでも自由に話せるような質問の仕方をすること。例え

ば、相手が「上司とうまくいかないのです」と切り出レたときに「それ

は何故ですか」と聞くのではなく、「うまくいかないことをあなたはどう

思っているのですか」と問い返せば、相手は自由に考えられる。

ついていく

栂手が話し始めたら、その流れに治って話を聴くこと。自分の知りた

いと思う方向への質問をして相手の邪魔をしないこと。

. リフレクション(言い返し〉

聴き手が相手の言葉の中の要点、感じ、論理の展開などを言い返すこと

によって相手が自分の考えていること、気搾ちを理解しやすくすること。

言い返す言葉は相手が使った “感情を表現するもの"をそのまま用いる。
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傾聴のポイント

1) 正確に理解したことを示すには、相手が表現したかった気持ちの核山を

フィードパックすることである。しかち核Ie，¥に触れるところは、相手が使

った言葉で応答することがよい。

2) 相手の気持ち、表現したいことを一つひとつそのまま理解することが重

要であり、相手の発言や気持ちを修正したり、訂正レようとしたりしない。

また好き嫌いなどを忘れ、相手が感じたまま、相手が意味するままを正確

に理解する。

3) 相手の発言が複雑で伺を意味しているのかわからないとき、あるいは、

何を言っているのか理解できなかったりするときは、相手の言ったことを

二、三表現し、あとは相手に訂正させたり、付け加えたりさせる。

4) 相手の発言や気持ちを理解できなかったとき、相手にもう一度いっても

らうか、はっきり言ってちらうよう頼んでみる。正確に理解できないまま、

相手に話レ続けさせるのは、結局、最後には不信感につながることになる

ので、十分注意すべきである。

(村山正j台.カウンセリ ング.性格Ie，¥理学新講座第5巻、金子書房、 1989

より〕

〈メンタルヘルス不調で休業し復隠した部下に対する支援〉

管理監督者には、事業宣言内産業保健スタッフ等と協力し、復職した部下を注意

深く観察しながら支緩を行っていくこと、また、人事労務管理上の問題について

は、人事労務管理スタッフと連携をとりながら、適切に対応レていくことが求め

られる。

管理監督者が復職した部下に苅レ、「復賊した以上きちんと仕事をしてほしい」

と考えることは、気持ちとしては自然である。しかし、主主力月にわたって休業し

ていた蓄に、いきなり休業前と同じ質、量の仕事を期待するのは無理であること

も明らかである。復職者は、「職場では自分はどう恩われているのだろうか」、「職

揚にうまく適応できるだろうかJ、「病気がまた悪くなるのではないだろうか」な

ど、様々なIe，¥配をしながら出社しているはすである。そうした復職者の気持ちを

受け止めることが管理監督者に望まれる。「上司は自分をわかってくれている」

と感じることができれば、復職者の職場での緊張は大幅に軽減される。そレて、

管理監督者と復餓奮のそのような関係は、同じ臨場で働く他の昔日下たちの緊張を

和らげ、良好な職場環涜づくりにつながるものである。

また、職場内において、復職しだ部下のメンタルヘルス不調発生と関わりの深

いストレス要因がある揚合に、その改善を図ることは言うまでもない。これは本

人の円滑な復帰に必要であるばかりでなく、他の部下の不調防止のためにも重要
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なことである。

復職者を支援する上で、管理監督蓄が知っておくべきことを次に示す。

復職者を支援するだめの管理監督者のI~\得

① 作業内容は元の仕事に比較して単純なちのを労働時間に男合った量だけ

与える。

② 作業の進捗状況や困ったことがないかについて、こまめに声かけと確認を

りつ。

③ 勤務状況や出退勤等については適切に管理レ、特別仮いをしない。

④ 復職者のI~\理状態には波があるので、良好な状態、値下した状態、平均的

な状態を把握し、産業保健スタッフ等と相談レながら回復状況を理解する。

⑤ 長期間にわたる定期的な通院が必要な蓄が多いが、「通院すること」を支

持する。

⑥ 医師から処方されている薬を飲むことに対する否定的な発言をしない。

⑦ 他のメンバーに過度の負担がかからないよう注意し、復帰者への接レ方や

配慮すべき点についてもあらかじめ伝える。

⑧ 順調に回復しているように男える揚合でも、 3~6力月後に再発すること

がある。

⑨ うまくいかないことも多い。自分だけで背負い込ます、産業保健スタッフ

や人事労務管理スタッフとの連携が欠かせない。

(上司によるハラスメン卜)

近年、上司のハラスメン卜をきっかけとして部下のメンタルヘルス不調が発生

する事例もあり、管理監督者の不適切な言動がないよう留意することが必要であ

る。次に管理監督者がやってはいけない言動の例を示す。

やってはいけない言動例

達成不可能な目標を掲げさせ、それを達成できないと「お前はパ力だ

やめてしまえ」と、どなりつける

他の従業員の前で「お前はノロマだJrお前のせいで業績が伸びない」と

ののレる

ちょっとした仕事のミスでも無能扱いする
"ヲた

部下の人間性(性格等)を日七日宅する

目立ったミスがないにもかかわらず、仕事を固さない (継続的に〕

部下に意見を述べさせない

席が近くても仕事のことは全てメールで行い、 切、話さない(継続的lこ)

あいさつしても無視する

出身校など、学歴をパ力にする。
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(上司と部下のコミュ二ケーショジ〕

上司と部下のコミュ二ケーション不足も職場環境のストレス要因の一つである。

業務負担の僧大からコミュ二ケーションが取りにくくなってチームワークが怪下

し、結果的にパフ才一マンスが下がり、一層、職場の雰囲気が悪くなるという悪

循環が多くの職場で男られる。悪循環を断ち切る方法として、管理監督者の山づ

かいや行動でコミュ二ケーションを良くすることが有効である。具体的には、き

ちんと伝える、よ手に尋ねる、しっかり聴く、ほめる、挨拶する、といった栂手

を認める働きかけを自ら行うことである。教育研修では、コミュ二ケーション能

力の改善をさめることも大切である。
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(③ 事業揚内産業保健スタッフ等によるケア

【確認する書類】

【確認事項】

事業揚内産業保健スタッフ等によるケアに闘し、次の(a)から(e)の事業

者が講ずべき借置が講じられているか、事業I署内産業保健スタッフ等の役

割が明確にされており、役割に応じた活動が行われているか等在確認す

る。

(a) 職務に応じた専門的な事項を富む教育研修、知識習得等の機会を提

供すること。

(b) メンタルヘルスケアに関する方針を明示し、実施すべき事項を委嘱

叉は指示すること。

(c) 事業揚内産業保健スタッフ等が労働者の自発的相談等を受けること

ができる制度及び体制を、それぞれの事業揚内の実態に応じて整えるこ

と。

(d) 産業医等の助言、指導等を得ながら事業揚のメンタルヘルスケアの

推進の実務を担当する事業揚内メンタルヘルス推進担当者を、事業i君内

産業保健スタッフ等の中間管理者等や常勤の保健師等から選任するこ

とが望ましいこと。なお、事業I暑の実情によっては、人事労務管理スタ

ッフから選任することも考えられること。

(e) 一定規模以上の事業揚にあっては、事業揚内又は企業内に、 I~\の健

康づくり専門スタッフや保健師等を確保し、活用することが望ましいこ

と。

【指導等のポイン卜】

「事業場内産業保健スタッフ等」とは、産業医、衛生管理者(衛生准進

者、安全衛生推進者)、保健師、 I~\の健康づくり専門スタッフ及び人事労

務管浬スタッフなど、事業揚内において産業保健に関わる者全般を指す。
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事業揚内産業保健スタッフ等は、セルフケア及びラインによるケアが刻

果的に実施されるよう、労働者及び管理監督者に対する支援を行うととも

に、 I~\の健康づくり計画に基づく具体的なメンタルヘルスケアの実施等に

当たり中山的な役割を果たす必要がある。

事業場内産業保健スタッフ等によるケアを円滑に実施するだめ、上記

(a)~ (e) の借置を講じるよう、事業1易の実情ち考慮し、下記【解説】ち踏

まえて指導する。

また、メンタルヘルスケアにおける事業揚内産業保健スタッフ等の役割

や法令に基づく職務について教示するとともに、「職場環境の把握と改善」

CPヰ5参照〉、「メンタルヘルスケアを推進するための教育研修・情報提

供JCP38参照)、「職場復帰における支援JCP80参照〉等、事業揚内

産業保健スタッフ等の具体的な活動について教示し、事業揚の取組の状況

等ち考慮して、適切な活動が行われるよう指導する。

特に、事業揚内産業保健スタッフ等がメンタルヘルスケアに必要な知識

や技術を身につけることが極めて重要であることから、事業場内産業保健

スタッフ等に対する教育研修を実施するよう指導する。事業揚内産業保健

スタッフ等に対しては、産業保健推進センターが行うメンタルヘルス研修

や、国の委託事業で実施する研修等、無料で実施しているものもあるので、

適宜活用するよう勧奨する。

その他、研修の講師や事業i岩外資源の紹介依頼があった揚合には、 メン

タルヘルス対策支援センターを紹介する。

【解説】

[事業者が講すべき措置]

(a) 職務に応じた専門的な事項をきち、教育研修、知識習得等の機会の提供を図る

こと。

→ 事業I岩内産業保健スタッフ等への教育研修・情報提供 (P38参照)を実

施する。

(b) メンタルヘルスケアに関する方針を明示し、実施すべき事項を委嘱又は指示

すること。

→ I~\の健康づくり計画 ( P 1 5参照〕において、事業者がメンタルヘルスケ
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?を積極的に推進する旨の表明を行う。また、事業場内産業保健スタッフ等

の実施事項を明確にする。

(0) 事業揚内産業保健スタッフ等が労働者の自発的相談等を受けることができ

る制度及び体制を、それぞれの事業揚内の実態に応じて整えること。

→ 管理監督者、事業湯内産業保健スタッフ等による相談対応 CP76参照)

を行う。

(d) 産業医等の助言、指導等を得ながら事業揚のメンタルヘルスケアの推進の実

務を担当する事業揚内メンタルヘルス准進担当者を、事業揚内産業保健スタッ

フ等の中間管理者等や常勤の保健師等から選任すること。なお、事業湯の実情

によっては、人事労務管理スタッフから選任することも考えられるζと。

→ 事業揚内メンタルヘルス推進担当者は、産業医等と連携レ、その指示及び

闘言を得ながら事業場のメンタルヘルス対策の実務を担い、事業揚外の資源

との窓口となる揚合もある。事業爆の実情ち踏まえて、こうした実務に精通

した適切な者を選定する。

(e) 一定規模以上の事業揚にあっては、事業揚内に又は企業内に、 J~\の健康づく

り専門スタッフや保健師等を確保し、活用することが望ましいこと。

→ 産業医、衛生管理者の選任や活動の状況、メンタルヘルス対策の取組状況

等、事業揚に活動の実態に応じて、 lωの健康づくり専門スタッフや保健師等

を確保レ積極的に活用する。

[事業湯内産業保健スタッフ等の役割]

ア産業医等

産業医等は、蛾揚環境等の改善、健康教育 ・健康相談その他労働者の健康の

保持増進を図るための借置のうち、医学的専門知識を必要とするものを行うと

いう面から、事業揚のJ~\の健康づくり計画の策定について助言、指導等を行い、

これに基づく対策の実施状況を把j慶する。また、専門的な立傷から、セルフケ

ア及びラインによるケ?を支援し、教育研修の企画及び実施、情報の収集及び

提供、肪言及び指導等を行う。就業上の配慮がi必要な湯合には、事業者に必要

な意男を述べる。専門的な相談・対応が!必要な事例については、事業場外資源

との連絡調整に、専門的な立湯から関わる。さらに、長時間労働者等に対する

面簸指導等の実施やメンタルヘルスに関する個人の健康情報の保護について

ち中J~\的役割を果たす。

イ 衛生管理者等

衛生管理者等は、 J~\の健康づくり計画に基づき、産業医等の助言、指導等を

踏まえて、具体的な教育研修の企画及び実施、職揚環境等の評価と改善、 J~\の

健康に関する相談ができる雰囲気や体制づくりを行う。またセルフケ7つ及びラ
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インによるケアをまE援レ、その実施状況を把握するとともに、産業医等と連携

しながら事業揚外資源との連絡調整に当たることが効果的である。

ウ保健師等

衛生管理者以外の保健師等は、産業医等及び衛生管理者等と協力しながら、

セルフケア及びラインによるケアを受援し、教育研修の企画・実施、職場環境

等の評価と改善、労働者及び管理監督者からの相談対応、保健指導等に当たる。

工 I~\の健康づくり専門スタッフ

事業揚内に I~\の健康づくり専門スタッフがいる場合には、事業揚内産業保健

スタッフと協力レながら、教育研修の企画・実施、職場環境等の評価と改善、

労働者及び管理監督者からの専門的な相談苅応等に当たるとともに、当該スタ

ッフの専門によっては、事業者への専門的立I易からの助言等を行うことも有刻

である。

オ 人事労務管理スタッフ

人事労務管理スタッフは、管理監督者だけでは解決できない職場配置、人事

異動、職場の組織等の人事労務管理がI~\の健康に及ぼしている具体的な影響を

把握し、労働時間等の労働条件の改善及び適正配置に配慮する。
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(④ 事業揚外資源によるケア

【確認する書類】

【確認事項】

事業揚外資源を活用しているかを確認する。

活用している揚合には、事業揚のメンタルヘルス対策が、ちっぱら事業

場外資源により行われており、産業医、衛生管理者の活動が行われていな

い等、事業揚外資源に過度に依在したちのとなっていないかを確認する。

また、事業揚外資源から、事業揚内産業保健スタッフ等に苅し必要な情

報提供や朗言が行われているかを確認する。

【指導等のポイン卜】

事業揚外資源は、事業揚が抱える問題や求めるサービスに細かく対応

できるなどの利点があり、メンタルヘルスケアに関して専門的な知見を

有する事業揚外資源の活用は有効である。また、労働者が相談内容等を

事業揚に知られることを望まないような揚合にも苅果的である。

しかし、職場のメンタルヘルス対策は、企業の風土や業務の実態、健

康管理の活動等を踏まえて行う必要があり、事業者が主体性を失わない

ようにすることが必要である。事業場内の取組が基礎にあって、その上

で専門的な知男が必要な取組、プライパシーの保持が必要な取組等を倹

討し、事業揚外資源の活用を図ることが重要である。

メンタルヘルスケアのほとんどを事業揚外資源に依杏している揚合に

は、上記を踏まえて、事業揚内産業保健スタッフ等の活動等、事業揚内

の取組を促進するよう指導する。また、事業揚外資源の活用に当たって

は、事業場外資源が行う取組の実施状況や取組の結果等、事業場内産業

保健スタッフ等に必要な情報が提供されるよう指導する。

事業揚外資源が活用されていない場合には、事業揚の活動状況を踏ま

え、必要に応じ、メンタルヘルス対策支援センタ一、 I也I或産業保健セン

ター及び「メンタルヘルス対策における事業揚外資源との連携の促進に

ついてJ(平成 20年 6月 19日付け基安労発第 0619001号〉に基
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づき登録された相談機関等 (r資料編JP296参照)を紹介する。

【解説】

[事業毘外資源の活用とネットワーク形成]

大規模な企業や事業揚では、メンタルヘルス対策を実施するための専門家を確

保しているところもあるが、多くの事業場においては困難である。このため、事

業場外の僚/マな資源を活用して、メンタルヘルスについての知識や、専門家から

の助言などを得られるようにしておくことが大切である。こうした事業傷外の資

源との連絡は、事業揚内メンタルヘルス推進担当者が窓口となって行うことが適

切である。産業医の選任されていない小規模事業揚では、衛生推進者等がこの役

割を担うよう努める必要がある。

事業揚外資源には様々な種類がある。事業揚のある地I或ごとに、ますどのよう

な事業揚外資源が利用できるかリストアップしておくことが大切である。こうし

た情報は、メンタルヘルス対策支援センター等から得ることができる。地域ごと

の精神科医療機関の情報は、都道府県の精神保健福祉センター cr山の健康セン

ター」等と呼ばれる湯合ちある〉から入手できる。中小規機事業揚等では、地域

産業保健センタ一等からの人的な支援を受けることが有用である。

事業揚外資源の例

地域産業保健センター

都道府県産業保健推進センター

メンタルヘルス対策支援センター

健康保隙組合

労災病院勤労者メンタルヘルスセンター

中央労働災害防止協会

労働者健康保持憎進サービス機関等

日本医師会

都道府県医師会

精神保健福祉センター

産業医科大学

精神科・ I~\療内科等の医療機関

地域保健機関

メンタルヘルス支援を行う各種相談機関等(EAP機関等)

労働衛生コンサルタン卜

産業力ウンセラー、臨床山理士、精神保健福祉士等の事業揚外でメンタル

ヘルスへの支援を行う専門家
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[医療機関との連携]

メンタルヘルス不調者を専門医療機関に紹介する揚合には、産業医叉はそれに

代わる医師に紹介状を書いてもらうことが原則である。いざという時のためにメ

ンタルヘルス不調書のことで相談できる専門家を日頃から決めておくことも有

用である。受診後の労働者の経過などについて医療機関に問い合わせる場合には、

あらかじめこれらの情報を取得する目的を労働者に明らかにして京諾を得ると

ともに、これらの情報は労働者本人から提出を受けることが望ましい。

[家族や地鼠保健機関との連携]

労働者のメンタルヘルス不調は、家庭生活の問題をきっかけに起きる揚合ちあ

る。そのときは家族に対する助言や支媛が労働者の山の健康の回復に重要な揚合

ちある。明らかに専門的な治療を受ける必要があるにもかかわらず、労働者が医

療機関を受診しようとしない場合には、家族に事情を話して家族から説得してち

らうことち必要となる。また、保健所、精神保健福祉センターなどに相談し、強

働者や家族が地域からの支媛を受けられるよう配慮することで、メンタルヘルス

ケアが円滑に進む場合ちある。
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(4)メンタルヘルスケアを推進するだめの教育研修 ・情報提供

【確認する書類】

O 

【確認事項】

労働者、管理監督者及び事業揚内産業保健スタッフ等に対し、次に示す教

育研修・情報提供が行われているか確認する。

[労働者に対するもの]

(ω メンタルヘルスケアに関する事業場の方針

(b) ストレス及びメンタルヘルスケアに関する基礎知識

(c) セルフケアの重要性及びI~'の健康問題に対する正しい態度

(d) ストレスへの気づき方

(e) ストレスの予防、軽減及びストレスへの対処の方法

( f) 自発的な相談の有用性

(g) 事業場内の相談先及び事業場外資源に関する情報

[管理監督者に対するもの]

(a) メンタルヘルスケアに関する事業揚の方針

(b) 職場でメンタルヘルスケアを行う意義

(c) ストレス及びメンタルヘルスケアに関する基礎知識

(d) 管理監督者の役割及びI~'の健康問題に対する正しい態度

(e) 職場環境等の評価及び改善の方法

(f) 労働者からの相談対応(話の聴き方、情報提供及び助言の方法等〉

(g) I~'の健康問題により休業した蓄の峨湯復帰への支援の方法

(h) 事業場内産業保健スタッフ等との連携及びこれを通じた事業場外資源と

の連携の方法

(j) セルフケアの方法

(j) 事業揚内の相談先及び事業揚外資源に関する情報

(k) 健康情報をさむ労働者の個人情報の保護等

[事業湯内産業保健スタッフ等に苅するもの]

(a) メンタルヘルスケアに関する事業場の方針

(b) 職1易でメンタルヘルスケアを行う意義

(c) ストレス及びメンタルヘルスケアに関する基礎知識

(d) 事業場内産業保健スタッフ等の役割及びI~'の健康問題に対する正しい態

度

(e) 職場環漬等の評価及び改善の方法

( f) 労働者からの相談対応 〈話の聴き方、情報提供及び助言の方法等)

(g) 職場復帰及び職場適応の支援、指導の方法

(h) 事業場外資源との連携(ネットワークの形成〉の方法
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(i) 教育研修の方法

(j) 事業揚外資源の紹介及び利用勧奨の方法

(k) 事業場のωの健康づくり計画及び体制づくりの方法

(]) セルフケアの方法

(m) ラインによるケアの方法

(n) 事業揚内の栂談先及び事業揚外資源に関する情報

(0) 健康情報をさむ労働者の個人情報の保護等

{指導等のポイント】

メンタルヘルスケアを刻果的に進めるためには、労働者、管理監督者、事

業揚内産業保健スタッフ等が、職場のメンタルヘルス対策を理解し、必要な

知識を身につけて、それぞれの役割と責任を果たすことが重要である。

教育研修 ・情報提供の方法としては、社内報、回覧、掲示、イントラネッ

ト等既存の事業揚内の資源を活用したもの、集合教育、小集団教育、個人教

育等がある。それぞれに長所、短所があるので、事業揚規模、業態等ち考慮

し、どの方法を選ぶことが効果的かをよく検討させることが重要である。

教育研修 ・情報提供の内容、実施の方法等について、【参考】ち踏まえて

教示するとともに、事業1嘉の実情も考慮して、具体的な実施方法等について

助言を行い、労働者、管理監督者、事業湯内産業保健スタッフ等にそれぞれ

必要な知識を身につけさせるよう指導する。教育の技法の詳細は【知識編]

CP 1 36)を参照のこと。

特に、管理監督者は、日常的に労働者の状況や職場環境等を把握し得る立

場にあり、また、職場のストレス要因を把握し環境の改善を行うで重要な位

置づけであることから、管理監督者への教育研修を実施するよう指導する。

なお、管理監督者数育については、メンタルヘルス対策支援センターにおい

て、個別訪問指導の一環として実施する(平成 22年度より開始)ので教示

する。

また、規則第 35条に基づく衛生のための教育の実施に当たっては、メン

タルヘルスケアを推進するための教育研修についてち実施するよう指導す

る。

さらに、衛生教育の実施計画の作成に関しては、規則第22条第4号に基

つ、き衛生委員会等において調査審議する必要があることから、その徹底を図
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るよう指導する。

なお、事業揚内産業保健スタッフ等に苅しては、産業保健推進センターが

行うメンタルヘルス研修や、国の委託事業で実施する研修等、無料で実施し

ているものもあるので、適宜活用するよう勧奨する。

その他、研修の講師や事業揚外資源の紹介依頼があった揚合には、メンタ

ルヘルス対策支援センターを紹介する。

【参考:具体的取組に当たっての留意事項等】

(教育研修の方法)

教育研修の方法としては、

① パンフレットの配布、イントラネットによる情報提供、社内報・健康保隙組

合など既荏の社内メディアの活用

② イントラネットを活用レた教育研修(③の集合教育の代替〕

③ 集合教育

④ 小集団教育

⑤ 個人教育

⑥ イベン卜

などがあるが、それぞれに利点、欠点があるので、どの方法を選ぶことが現実的

かをよく倹討する必要がある。教育研修は重要であるが、そのために使える時間、

費用、人材は限られているので、何もかもというわけにはいかない。

①は一度に多数の苅象者に向けた情報発信がでさることが利点である。しかし、

正確な情報をわかりやすく提供することに難しさがある。情報の受け手がどの程

度閉山を持ち、どの程度理解したかがわからないことが欠点である。やりっぱな

しになってレまうことが多いので、受けてからの質問に応える仕組みを工夫し、

個人教育的な要素を取り入れることが必要である。

②ち一度に多主主の対象者に向けた情報発信がでさることが利点である。受講を

義務付けることで、ほぽ 100%の苅象者に情報提供ができる。理解度チェック

を入れることで、理解度を上げることもできる。集合教育に比べれば費用ちかか

らない。対象者を絞り込むことも容易である。情報の受け手にとっては、移動の

ための時閣がかからない、自分の都合のよい時間に行えばよいことが利点である。

最大の欠点は、僚l司な昔日署がこの方式で情報発信を行うため、情報の受け手の研

修に使う時間がt~ぇ、仕事にならないという不満が出てくることである。

③の利点は、比較的多くの対象に直銭顔を見ながら情報提供ができ、その湯で

質問を受けることもできるという双方向性である。グループワークを取り入れる
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と、参加型の研修にすることもできる。対象の層別化ち容男である。湯所や時間

を特定するため、参加率がj!liくなりやすいことが欠点で、移動のための費用や時

聞がかかることも欠点である。会場の確保の問題もある。

④の利点は、参加型になること、小人数なので問題を深<掘り下げることがで

さることである。人主主が限られているため、同じメンバーで複鍛回の研修を行う

ことち比較的容易である。授j去習得を目的とした研修には向いている方法である。

欠点は参加者に自発性がないと成果が出にくいこと、ファシリテーター(進行役〉

に高い能力が求められることである。

⑤の利点はテーラーメード型であることである。個人個人の問題に特定した情

報提供ができ、対象者の反応を確認しながら話を進めることができる。最大の欠

点は、時聞がかかることである。一人に 30分必要とすると 1日で 10人程度

にしか対応できない。個別の記録を作成することも必要となり、その管理の仕組

みも整えなければならない。さらに、高度の専門性を持った教育担当者ち必要と

なる。

⑥の利点は対象者の関I~\を引きやすいことである。 計画の段階から多くの労働

者に関わってもらうことにより、メンタルヘルスに関I~\を持つ人を1包やすことも

できる。欠点は単なるお祭りになってしまいやすく、継続性が担保しにくいこと

である。会場の確保、費用の櫓出の問題ちある。

(教育研修のポイン卜と留意点)

教育研修を効果的に行うためには、内容の倹討だけでなく、参加者の意識を集

中させ、理解と意欲を高めるための指導上のポイントや留意点がある。

研修における指導上のポイントと留意点

1 .研修の企画

(1)対象・テーマの絞り込み

① メンタルヘルス対策の計画と実情を理解し、適切な対象やテーマ、時間を設

定する。

② できるだけ対象者の受講経験を把握し、無理のない内容量とレベルの設定を

hつ。

③メンタルヘルス従進担当者や関係者と十分に事前打合せを行う。

(2)研修の構成

①体系的な組立て【導入 ・本論・結論 (まとめ))

導入部分では、研修のねらいや概要、時間配分等を伝え、参加者の意識を集

中させる。自己紹介ち忘れないこと。ただし、導入部分が長すぎないよう注意

する。

本論部分には最大の時間を使い、順序立てて伝える。理論だけでなく身近な

例を含めるなど、実際面について具体的に話すことが理解を深める。
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まとめの部分では、導入部分で伝えた研修のキーメッセージを参加者に値え

付ける。時間不足が予測されだら、本論を圧縮してでも、まとめをきちんと行

つ。

② 質疑応答

質疑応答は本論の区切りのよい部分で 1~2固挿入したり、最後に含めたり

する。

(3)教材の準備

① 対象・テーマ・盆揚時間等の条件によって、適切な教材を選択し(テキス

卜・配布資料 ・スライドなど〕、余俗を持って作成する。

② スライドを使用する湯合には、文字主主を最小限にする、力ラーを工夫するな

ど、美レく見やすい作成を山がける。

2.効果的な伝え方

(1)わかりやすく

① 導入から結論〔まとめ〉までを体系的に組み立て、自分なりのシナリオを作

成する。

② 必ず、最初に、研修の「ねらいと概要」を伝える。

③ 含める項目は31固程度、多くても5項目に整理する。

④ 平易な言葉とシンプルな表現で話す。

⑤ 次の項目への移行が唐突にならないよう、スムーズなつなぎを工夫する。

(2) 隠さ取りやすく

① 発声は歯切れよく(活舌よく〉

特に語尾を明瞭に

② ほどよい声の大きさ・速さ ・高さで

ゆっくり過ぎても退屈し、大き過ぎる声は聞いていて疲れさせる

③ “メリハリ“(緩急〉やバリエーシヨンをつけて

一本調子だと眠気を誘う

声の大小や速さ、高さに変化をつけて退屈させないように

④ 長い言い回レや、わかりにくい話し方は避けて

説明が長すぎて結論がひどく後回しにならないように

二重否定の話レ方は相手を混乱させる

⑤ 無駄な言葉や琶を多くさめない

「あのうJrえーJrまあ」などの連発は無意味で耳障り

(3)あだたかく

① 一人ひとりに伝えるつもりで

手元資料やスライドばかりを男ないで、参加者を見渡レながら

スライド使用時は表情が見えにくくなるので、様子を確認したり声かけを

ηつ
② ボディランゲージやジェスチャーも

表情、姿勢、身振りは、 参加者の理解を進め、指導者の意欲を伝える

③ 崩レすぎず丁寧に

フレンドリーになりすぎないように

語尾伸ばしゃ語尾上がりの話し方、「ネ」の連時などは避けたい
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④ 無理をしない

“ウケねらい"や“笑い取り"に夢中になって本筋から外れすぎないよう

合理的な組立てと、自然な姿勢で臨むことが大切

3.指導よの工夫

① 問いかけ

方的な説明に終わらないよう、日書I司、 1固l司の参加者に問いかけて、意欲を

喚起する。ただし、意味のない問いかけは気分を損なわせるので要注意。

② パートナー・シェアリング

話レ合うことで諜題や考えが明確になっだり、思考が進んだりする。7フイス
ブレイク(緊張を和らげる〕の効果ちある。ただし、頻発すぎたり、意味のな

いテーマの場合、気分を奮させる。

4.効果的な指導のための練習法

① 慣れないうちは、シナリオに沿って声を出して練習する。

② 時/守、自分の指導をビデオ患影したり、録音レて客観的にチェックする。

時には他者に指導場面をチ工ツクしてもらい、謙虚に意男を聴くことも大切。

③ スピーチや挨修は練習のためのよい機会ととらえる。

短時間のスピーチで、的確に内容を伝え、参加者の気持ちをとらえる練習を。

④ 音読や読み聞かせを行って、隠き取りやすい伝え方の練習を行う。

⑤ 日頃から読み物や映画などに親しみ、的縫な表現のための豊富な言葉を島に

つけておく。

(メンタルヘルスケアの教育技法)

職場のメンタルヘルス対策に用いられている教育技法には様々なちのがあるが、

ここでは、職場で比較的よく使われているセルフケアのための技法、傾聴のため

の妓法、グループ討議のための技法について述べる。

ます、教青を行う側の教育研修担当者にとって大切なことは、これらの研修を

する目的と位置付けを明確にしておくことである。指針に記載されている、 4 つ

のケア、「セルフケア」、「ラインによるケア」、「産業保健スタッフによるケア」、「事

業場外資源によるケア」のどこに位置付けられるのか、あるいは、一次予防 (メ

ンタルヘルス不調など健康障害の発生予防のための教育研修、健康憎進、コミュ

ニケーションの改善と職場の活性化など)、二次予防 〔メンタルヘルス不調の早期

発見、早期対応〉、三次予防 (疾病管理や復職支援、再発予防、自殺予防・対策な

ど〕のどこに位置伺けられるのか、企画する側が明確に理解しておく必要がある。
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セルフケア ラインケア
産業保健 事業場外資源
スタッフ によるケア

次予防 .;I J~)vへル，， (MH) .MH教育・研 .MH教育 ・研 .MH教育・研
発生予防 教育研修ヘ 修への参加 修の提供 修の提供
健康指進 の参加 . J ミ 1 こケ - 93~改 -事業揚内外で -ス トレス調査

-リラクセー?のの技 善と受援の強 の情報収集
j去など {じ (研修参加)

(傾聴法) -ス トレス調査
-職場環境改善 と職場i景境改

善

一次予防 -自分や周囲の .部下の MH不 -早期発男のた .定期健診
早期発男 労働者の MH 調のすイyへの めの毅育 (健診機関)
早期対応 不調の引yヘ 気づきと相談 -定期健診時の -相談対応

の気づき 対応 健康調査と相 (EAP) 
談対応 .診断治療

-ネットワザの形成 (医療機関)

一次予防 .復職者への支 -復職前の面談 .休業中の指導 .;台療や相談の
復職三芝援 援 -復職判定会議 .1隻職判定会議 継続
再発予防 (声かけ、援問) -復職後の支援 -復職判定 -復職支媛ブロ

と観察 -復職支援ブラ グラムの提供
(仕事・表情) ン など

-復職後の受援

セルフケアのための妓法は、 般職や管理職を対象に産業保健スタッフや事業

場外資源のスタッフが研修を指導する。

傾聴j去の訓練は、主として管理監督蓄を対象とレたもので、コミュ二ケーショ

ンの改善、支援の強化を目的として、グループによるロールプレイを行う。産業

保健スタッフは、研修を企画、指導する側になる。

グループ討議のための技法は、事例検討や職湯環涜改善を実践する揚合などに

必要になる。目的によって教育研修の対象は異なるが、職錫1景債改善は職場の構

成員全体が対象になり、実際の調査結果に基づいて改善を進める。

セルフケアのためのストレスリダクジョン法(自律訓練法、ベンソンj去、漸進

的筋弛緩法〉、積極的傾聴の方法とグループワークの進め方の詳細については、[知

識編lCP148)を参照のこと。
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r吋 揚環境の把握と改善

【確認する書類】

[確認事項】

職場内のストレス要因の把握、評価が行われ、職場環境等の具体的問題点

が把握されているか、職揚環境等の問題点に対応レて、職場環境等の改善が

行われているかを確認する。

また、職場環境の把握と改善が継続的に行われる仕組みとなっているか確

認する。

【指導等のポイント】

職場環境の評価と問題点の把握は、事業I嘉内産業保健スタッフ等が中山

的な役割を果たすものであり、職湯巡視による観察、労働者及び管理監督

者からの聞き取り調査、ストレスに関する調査票による調査等により、職

場ごとに、仕事の量、仕事の裁量や自由度、職i暑の人間関係、上司や同僚

の支援等、職場におけるストレスの要因を把握レ、ストレスの要因や程度

を評価して職場環境等の問題点を明らかにするちのであり、メンタルヘル

ス不調の予防の観点から極めて重要である。

職場環境の改善に当たっては、仕事の量や質、作業レイアウト、勤務形

態や職湯組織の見直し等の様々な観点から行うことが必要である。

また、労働者のストレス調査の実施に当たっては、プライパシーの保護

に十分配慮することが必要である。CP88参照)。

職場環境の把握と改善の具体的な実施方法は[解説】及び[参考]のとお

りであり、職業性ストレス簡易調査票の活用の方法や職場改善の方法を教

示し、事業揚の実態に即した具体的な取組が行われるよう朗言を行う。職

場環境改善のためのグループワーク研修など詳細な実施方法は「知識編」

CP 1 6 1 )を参照のこと。

【解説】
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[職毘内のストレス要因の把握]

職場におけるストレス対策は、中長期的視点に立って、継続的かつ計画的に

行うことが重要である。事業者は方針を表明レ、その方針の下に、現状の把握、

組織づくり、目標の設定、計画の策定、ストレスの把握 ・評価及びストレスの

軽減対策などの取組を計画的に実施し、その結果について評価と改善を行い、

次年度の計画へとつないでいく。いわば、 P-D-C-A(計画 実施ー評価ー改

善〉のサイクルを固していくことになる。

ストレス対策に具体的に取り組んでいくに当たっては、ます、ストレスにつ

いての現状を調査し、最ち問題になっているストレスが伺なのかを明らかにす

ることが大切である。明らかになった問題の中から、取り組むべきことは伺か

について考え、可能なところから着手していくことが重要である。

ストレスについての調査・評価には、労働者個人のレベルでストレスを評価

する方法 (個人レベルでのストレス評価)と、事業湯や部署、プロジェクトな

ど、集団を単位としてストレスを評価する方法 (集団レベルでのストレス評価〕

がある。

個人レベルでのストレス評価では、労働者個人が感じている仕事の負担、仕

事における裁量の自由度(コントロール)などのストレス要因や、抑うつ、活

気のなさなどのストレス状態(反応〉を調べて評価を行っていく。これにより、

労働者自身が自分のストレスの状態を知って苅処し(一次予防〉、問題となるス

トレス状態にないかを発売していくことなどが可能となってくる (二次予防〉。

集団レベルでのストレス評価では、事業揚や部署などの単位ごとに、所属す

る労働者の感じているストレス要因や、抑うつ等のストレス状態 (反応)につ

いて、全体の傾向として験討する。これにより、集団としてのストレス震が把

握でき、問題があって対策の必要な集団を早期に発見したり、有効な対策を行

っていくための情報を得ることができる(二次予防〉。また、集団レベルで葎在

するストレス要因に対してより具体的にアプローチすることが可能になり、ス

トレス状態を生じにくい快適な職場づくりの手立てとなる(一次予防)。

事業場におけるストレス対策では、対応できるスタッフの職穏やマンパワー、

取組のための準備状況等、現状に合わせて、個人レベル又は集団レベルでのス

トレス評価のいずれか、あるいは両方を適宜、組み合わせて実施していくこと

が望ましい。

いずれの方法においても、ストレス評価を実施する目的と活用の範囲をあら

かじめ明らかにし、労働者にその旨を伝えることが重要である。特に、調査用

紙を用いて評価を行う湯合には、その調査が個人レベルであれ、集団レベルで

あれ、調査察と結果の取扱いについて、プライバシー保護の観点から十分に注

意が払われなければならない。また、ストレス評価の結果として、メンタルヘ
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ルスの不調や自殺などの危験が予知・予男されることち考えられるので、スト

レス把握・評価の実施に当たっては、産業医や保健師等による相談やフォロー

ができるよう、受け皿を整えておくことが重要である。

[職傷環境の把握と改善の具体的実施方法]

職場のストレス要因を担濯するためには、さまざまな方法が考えられている

が、ここでは職業性ストレス簡易調査票を活用したメンタルヘルスケアの実施

方法を示す。

職業性ストレス簡易調査票 〔表 6-(5)-2)は、厚生労働省の委託研究により

開発レた簡便に使用司能な調査票である。包括的な職業性ストレスモデルであ

るアメリ力国立労働安全衛生研究所 (NIOSH)の職業性ストレスモデルを

参考に作成されており、仕事のストレス要因、ストレス反応、修飾要因につい

て測定評価できる。57項目の質問に対して4件法で回答する。比較的項目叡が

少ないため、回答に要する時間は約 10分で回答者の負担が小さい。また、あ

らゆる業種の職場で使用できる質問項目となっている。

仕事のストレス要因、ストレス反応、修飾要因のそれぞれの尺度は (表

6-(5)イ 〉のとおりである。

表 6-(5)ー1 職業性ストレス簡易調査票の構成

仕事のストレス要因

仕事の負担(量)
仕事の負担(質)

身体的負担
苅人関係

職煽関係

コントロール
技能の活用

適正度

働きがい
(17項目)

ストレスの反応

活気

イライラ感

疲労感

不安感
抑うつ感

身体愁訴
(29項目)
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修飾要因

上司からのサポート
同僚からのサポート
家族や友人からのサ

ポート
仕事や生活の満足度

(11項目〉



表 6-(5)-2 臓業性ストレス簡易調査察
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[織業性ストレス簡易調査票によるメンタルヘルスケアの具体的な進め方]

指針では、メンタルヘルスケアの具体的な進め方について、 ①セルフケア、 ②

ラインによるケア、 ③事業揚内産業保健スタッフ等によるケア、 ④事業場外資源

によるケアの4つのケアを挙げている。この4つのケアのいずれにおいても、職

業性ストレス簡易調査票は有用なツールとレて使用することができる。

① セルフケアでの活用

労働者自らが調査票に回答して、その評価を見ることにより、ストレスへの

気づきのための資料とすることができる。特に職業性ストレス簡易調査票のプ

ログラムを用いて個人の結果を出力することが可能となっており、個人のスト

レス状況を視覚的に示すことができる

ChttoJ Iwww.tmu-oh.ac/tooics/stress table.oh0)。

また、中央労働災害防止協会のホームページにある自己判定のサイトでは、

労働者白昼が自由に自分のストレス状態をチェックすることも可能である。

ChttoJ Iwww.iisha.or.io/凶 ebchk/strs/ind巴x.htm])

② ラインによるケアでの活用

管理監督者が、「いつもと違う」部下に早めに気づき対処するという二次予

防的活動として重要であるが、これに加えて、産業保健スタッフや職場のメン

パーと協力して、職爆のjω理社会的ストレス要因を把握し改善することが職湯

のメンタルヘルス対策の一次予防であり重要である。この一次予防のために職

業性ストレス簡易調査票を使用して、どのようなストレス要因が問題となって

いるの力等の情報を収集して、効率よく苅策を立案することが可能となる。

③ 事業揚内産業保健スタッフ等によるケアでの活用

労働者からの自発的な相談時、あるいは、健康診断やメンタルヘルスに関す

る知識の付与等を目的とレた健康教育等の機会を利用して臓業性ストレス簡

易調査票を実施し、その結果を産業医等が判断することにより、すでに何ら力

の不調を訴えている労働者ばかりでなく、蹴傷のストレス要因に悩んでいる労

働者を早期に発見し早期に対応することち司能となる。またストレス調査の結

果、特にどの部署でどのようなストレス要因が顕著なのか等の結果を参考にす

ることにより、 ②のラインによるケアを産業保健スタッフが積極的、効率的に

サポートすることも司能となる。

④ 事業揚外資源によるケアにおける活用

事業揚外の専門機関が、 ~、 ③と同様に相談対応時やEAP C従業員支媛プ

ログラム〉によるサービスの中で謂査票を使用する方法が考えられる。

すなわち、職業性ストレス簡易調査票は、労働者個人のストレス状態を評価

する方法のみならず、事業揚全体や部、課、作業グループなどの集団のストレ

ス状態を評価するために使用し集団 (職場〕へのアブローチが可能であり、ス
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トレス要因などの職場環境の把握、評価を刻率良く行うことができる。〔図

6ー(5)-1)

図6-(5)ー1 職業性ストレス簡易調査票の活用の流れ

職業性ストレス簡易調査票

自己判定或いは産業保健スヲッフ等による評価・判定

個人へのアプローチ

結果の軍部あるいは自己判定によるセルフケア
知臨の昔及、よりよい対処，去などの紹介

i 
ストレスプロフィールに問題のある人

アドパイスを希望する労働者

産業医、看護職等との面談、

専門医などの紹介

c-トレス判定図等の利用

[職業性ストレス簡易調査票を用いて職場環境を評価するに当たっての留意点]

職業性ストレス簡易調査票をはじめとするストレス調査票は、自己記入式であ

り、以下のような点を理解、注意レた上で活用していく必要がある。

すなわち、回答者のパーソナリティについて考慮されておらず、個人に特有の

回答傾向があるE能性などについて、評価に際して考慮する必要がある。また、

ストレス調査実施時点のストレス状況しか把握できないため、実施から評価まで

迅速に行うことが望まれる。

また、職場環境の評価をストレス調査票を用いて行う揚合には、調査の実施責

任者や実施者、実施目的を明らかにするととちに、プライパシーの保護について

十分配慮する必要がある。特に個人名がわかる形でストレス調査を実施する揚合

には、調査票とその結果は慎重に取り扱い、回答や結果が実施者と回答者以外の

人目に触れることのないよう厳封式の封筒などを用い、産業保健スタッフが直漫

回収することや、セキュリティ体制の万全なイントラネットで実施し、結果への

アクセスを産業保健スタッフに制限するなどの配慮が必要である。
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また、ストレスチェック等を実施し、保健指導等を行うためにその結果を事業

者が入手する傷合には、労働者本人の同意の上で実施することが必要である。こ

れに加えて、ストレスチェック等を利用して労働者個人のメンタルヘルス不調を

早期発男しようとする揚合には、質問票等に加えて専門的知識を有する者による

面談を実施するなど適切な評価ができる方法によること、事後指置の内容の判断

には医師の指導の下、問題を抱える者に苅して事業場において事後指置を適切に

実施できる体制が惇在していること等を前提として実施することが重要である。

[職揚環境改善を通じたストレス対策の考え方]

(1) 職揚環境等へのアプローチのポイン卜

「いい仕事をするのlこ、多少のストレスは必要」と言われるように、新しい

課題に挑戦しそれを乗り越える経験は人を成長さぜ、また職場の活性化にちつ

ながる。しかし仕事のしにくさからくるストレスは疲労感を館大させ、達成感

もなく、労働者の健康問題だけでなく、生産性の低下や事故にちつながりかね

ない。こうレたストレスが臨場環境等の改善における改善対象となる。

職場の照明や温度などの物理環境や作業レイアウトち労働者のI~\理的なス

トレスの原因になることがある。会議の持ち方、情報の流れ方、職場組織の作

り方なども従業員のストレスに影響を与える。職場環境等の改善を通じたスト

レス対策では、「職場環境」をより広く捉えることが大切である。

仕事のストレスに関する代表的な理論である「仕事の要求度ーコントロール

モデル」では、仕事の要求度(仕事量や責任など)と仕事のコントロール(自

由度や裁量権〉のバランス、特に仕事の要求度に男合うように仕事のコントロ

ールを与えることが重要であるとされる。また「努力一報酬不均衡モデル」で

は、仕事土の努力に比べて、ねぎらいがない、あるいは将来が不安定だなどI~\

理的な報酬が少ない場合にストレスフルになるとレている。長時間労働や過大

な作業量を避けることに加えて、作業の量や責任に見合うような裁量権や報酬

をちらえるようにすることも職場環境等の改善の方法の一つになる。このほか、

アメリ力国立労働安全衛生研究所(NIOSH)は、職場環境等の改善を通じた

ストレス対策のポイントとして、 ①過大あるいは過小な仕事量を避け、仕事量

に合わせた作業ペースの調整がでさること、 ②労働者の社会生活に合わせて勤

務形態の配慮がなされていること、 ③仕事の役劃や責任が明確であること、 ④

仕事の熔来や昇進 ・昇級の機会が明確であること、 ⑤峨爆でよい人間関係が保

たれていること、 ⑥仕事の意義が明確にされ、やる気を刺激し、労働者の妓術

を活用するようにデザインされること、 ⑦職場での意志決定への参加の機会が

あることを挙げている。

レかレ自に見えない仕事のストレスの苅策は、どこから手をつけていいかわ
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かりにくい。むしろ職湯のメンパーが感じている働きにくさに注目することや、

職場のレイアウトや物理的環債の改善から着手することが、仕事のストレスの

改善に効果的である揚合が多い。

(2) 職湯環境等の改善の5つのステップ

職場環境等の政善には、専門家の指導、職場の上司や労働者による自主的

活動など、さまざまな進め方がある。賊揚環境等の改善においては、産業医

や衛生管理者などの産業保健スタッフだけでなく、人事労務担当者、管理監

督者、労働者に参加してちらうことで効果的に対策が実施できる。効果的な

職場環漬等の改善の手順について整理すると、以下のようになる (表

6-(5)-3)。

ステップ1.職場環境等の評価

職場環境等の改善に当たっては、ます職場ごとのストレス要因の現状を知

る必要がある。r1士事のストレス判定図J(P60参照〕では、ストレス調査

により職場単位でのストレスを主主値化することができる。これ以外に、管理

監督者による日常的な観察や、産業保健スタッフによる織揚巡視、労働者か

らのヒアリング結果なども手がかりになる。

ステッブ2.職宣言環境等の改善のための組織づくり

職場環境等の改善を実施するためには、産業医や衛生管理者などの産業保

健スタッフだけではなく、改善を実施しようとする職場の責任者 (上司〕の

理解と協力が必要である。このためにまず職場環境等の評価結果を上司に説

明し、職場環境等の改善への協力を依頼する。できれば主体的に関わっても

らえるよう動機づけできるとよい。上司向けに職場環鏡等の評価と改善に関

する教育研修などを実施することが必要になることもある。こうレた関係者

で職場環境等の改善の企画・推進を行うワーキンググループを組織する。産

業保健スタッフと上司だけでなく人事 ・労務担当者が参加することも効果的

な揚合がある。さらに賊宣言環度等の刻果的な推進のために、その職場の労働

者からち代表者を選んで参加レてもらうとよい。

ステップ3.改善計画の立案

職場のストレス調査や職場巡視の結果を基にして、職場の管理監督者や従

業員の意見を聴き、ストレス要因となっている可能性のある問題をできるだ

け具体的にリストアップする。例えばこれを賊場の物理環境、作業内容、職

場組織などに分類することも脊用である。リストアップされた問題に対して、

関係者が議論し、従業員参加型のグループ討議 (r知識編JP1 61参照〉な

どを行い、改善計画を立てる。また改善計画の立案を受援するために「賊揚

環境改善のためのヒント集J(メンタルヘルスアクションチェ ックリスト)や

メンタルヘルス改善意識調査票(MIRROR)などのツールも開発されてい
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る。

三テッブ4.対策の実施

計画に従い対策を実施する。計画どおりに実行されているか、実施上の問

題は起きていないかなど進捗状況を定期的に確認する。対策を実施すること

が従業員に負担になったり、あるいは対策が途中で立ち消えになっていたり

することもある。対策が円滑に准進されているかを継続的に観察する必要が

ある。苅策の実施状況や効果について、発表会などをあらかじめ計画してお

くと、進捗管理が容易になる。

ステップ5.改善の効果評価

改善が完了レたら、その効果を評価する。効果評価には、 2種類がある。

プロセスの評価では、対策が計画どおり実施されだかどうか、計画どおり実

施されていなければ伺が障害になったかについて、獄i直で、あるいは事例な

どの質的な情報から評価する。アウトカム (成果、結果)の評価では、目的

となる指標が改善したかどうかに注目する。例えば対策の前後でストレス調

査の結果や健康診断などの健康情報を比較するなどの方法がある。職場環境

改善が医療費や疾病休業の軽減に刻果を示すには数年以上かかるため、効果

評価を急ぎすぎないことも重要である。
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表 6ー(5)-3 メンタルヘルス対策のための蛾揚環境等の改善の流れ

スアップ スアップの内容 ポイン卜

スアップ1 職場I景度等の評 現状調査を行つ。 仕事のストレス判定

1面 図などが利用できる。

スアップ2 職場環境等の改 当該服揚の上司、産業保 事業I君の I~'の健康つ

善のための組織 健スタッフを含めた蛾 くり計画や (安~) 偉j

づくり 揚環境等の改善のため 生委員会等と連携す

のチームを編成する。!脳 ることが重要

要に応じて上司に教育

研修の機会を提供する

ことも。

スアップ3 改善計画の立案 産業保健スタッフ等、管 ヒント集、 MIRROR

(PLAN) 理監督者、従業員が参加 などのツールを使用

レて討議を行い、職場環 しだグループワーク

境等の改善計画を検討 研修を実施する。

する。

スアップ4 対策の実施 決定された改善計画を

(00) 実施し、進捗状況を確認

する。

スアップ5 改善の効果評価 現状調査を再度実施し、 苅粟評価には、仕事の

(CHECK & と改善活動の継 改善がなされたかどう ストレス判定図など

ACT) 続 か確認する。十分な改善 が利用できる。

が男られない点につい

て計画を見直レ、実施す

る。
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【参考 :具体的取組に当たっての留意事項等】

(職業性ストレス簡易調査票による職毘環債の把握、評価の流れ)

職業性ストレス簡易調査票の個人のストレスプロフィールの評価には、 ①標準

化得点を用いた評価法、 ②簡易判定法による評価法の 2種類がある。

職業性ストレス簡易調査票による脇揚のストレス要因の評価には、上述の①標

準化得点を用いた個人の評価を部署ごとに集計する方法と、仕事のストレス判定

図による方法がある。

ます、標準化得点による個人のストレスプロフィールは、図 6-(5)-2に示すよ

うな表形式あるいはレーダーチャー卜形式の結果を、プログラムを使用して出力

することが可能である。図 6-(5)-2では、網掛け部分のところにOあるいはレー

ダーの先が入っていると、をのストレス要因が多いと感じており、あるいはスト

レス反応を強く、あるいは社会的支援が少ない、と感じていると評価される。

図 6-(5)-2 職業性ストレス簡易調査票によるストレスプロフィール

あおたのストレスブロフィーJ/.
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この結果を個人のストレス評価に用いる湯合は、次の図 6-(5)-3に示した手順

に従って結果を解釈していくのが便利である。
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図 6-(5)-3 標準化得点を用いた評価活によるストレス調査票出力結果を見てい

く手順
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ゾーンに入っている場合には、スト
レス反応が高くなっている状態が
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不安感

④回答者 の仕事に関連したストレスの原因と
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⑥ストレス反応が高い状況にある場合は、

④で仕事に関連したストレスの原因と考

えられる因子のチェックを行いましょ

う。グレーゾーンに入る軸が多い場合は、

産業医、産業看護職等による面談をすす

め、早期に対策をたてましょう。 家族や友人からのサポート
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① 職業性ストレス簡易調査票の標準化得点による評価を部署単位で集計する

職業性ストレス簡易調査票のプログラムの取扱説明書、フィードパックプ

ログラム、「職業性ストレス簡易調査票を用いたストレスの現状把握のための

マ ニュアル J C東京医科大学公衆衛生学講座のホーム ペ ージ

htto:/ /www.tmu-ohac/tooics/stress table.ohoよりダウンロード司

能〉を活用し、マイクロソフト工クセルで実施する(図 6-(5)-4)。

図6-(5)-4 n議業性ストレス簡易調査票「フィードJ'i 'Yク」プログラムの画面

-. 00011 In~1 Jf ド至lt3
労イ."， ・崎電:;> a;;示。， o.λ@ ・~ω ヲル<D .ータ...?<，伊沢野 ヘルヲω

各労働者の職業性ストレス簡易調査察の回答をダウンロードしだ職業性ス

トレス簡易調査票フォルダーの中の調査結果入力シートに入力する。次に、

プログラム取仮説明書を参考にフィードパックのファイルを聞き、「データ取

込み」ダイアログをクリックし、入力した調査結果入力シートを読み込み、

取込み件叡確認後、画面左下の「よ書き保存Jダイアログをクリックする。

この作業により、フィードパックファイルの3枚目のシート「個人別データ」

に個人の結果が取り込まれる。

次頁の画面の D列から×列では、各労働者のストレスプロフィールの各

尺度得点が、標準化得点に準じて5段階評価に換算されて鍛値で示されてい

る CAA列から AU列には各尺度に回答のあった質問項目鍛が、AW列には

部署名が転記されている〉。

D列から×列の5段階評価は r1 Jが最もプロフィール不良 (高い/多い〉
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(表 6ー(5)-5 職場性ストレス簡易調査票素点換算票にて網掛けの部分)、

r5Jが最もプロフィール良好〈値い/少ない〉であることを示す。

部署別にプロフィールが最ち不良となった人鍛を力ウントし、集計を行う。

例えば =countif(検索範囲〔ここでは 03~090入後索条件(ここでは1) )

の Excel式 (=countif (03:D90， 1 ) )をセルに入れると r1 Jと評価された

人数が表示される。図6-(5)-4の事業場では、 Iω理的な仕事の負担(量)尺

度で r1 Jとなった人の人紋は 22人で、この尺度で評価が r1 Jとなった

人の割合は=countif(03:D90，1)/ (count(03:D90) =25%という結果が算

出できる。標準化データにより作成された素点復算表の男性表 (図 6ー(5)

5左〉では、 jω理的な仕事の負担 (量〉が高い/多いの評価 r1 Jはグレー

の部分で 10.4%であるので、当該部署では量的な仕事の負担を感じている

人が非常に多いということが把握できる。また同様に、(動き甲斐のなさは、

素点換算表では7.3%であるのに対して、この部署では 16%と高く、問題

であることも読み取ることができる。

上述の方迭は、労働者個人のストレスプロフィールを直接知ることになる

ので、個人名が明らかなデータを扱う揚合には、 プライバシーの保護に十分

に配慮するとともに、ファイルへのアクセスを産業医に限定するなど、個人

情報の取扱いについてルールを決めたうえで実施する必要がある。

表 6-(5)-4 フィードパックプログラムを利用して、プロフィールが最も不良

となった人の占める割合を計算した一例
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表 6-(5)-5 職業性ストレス簡易調査票素点換算表

男性 女性

尺度
E十耳 低い/やや低い 普通 やや高い 高い/ 低い/ やや低い 普通 や/や事高Lい 置い/

N。は質問項目得点 少い /少い /多い 多い 少い /少い 、 多い

質問項目合計得点 質問項目古計得点
下段1ま分布(n=lS.933) 下段1ま分布(n=8，447)

【ストレスの原因と考えられる因子】

心理負的担な(仕量事)の 15-(No.l +No.2+No.3) 
3-5 6-7 8-9 10-11 12 3-4 5-6 7-9 10-11 12 

7.2% 18.9略 40.8'弘 22.7%: 10.4% '.6.6% 20.4% 51.7% 15.6% 5踊

心理的な仕事由
15-(No.4+i、lo.5+No.6} 3-5 6-7 8-9 10-11 '. "tZ・・ 3-4 5-6 7-8 9-10 11-12 

負担[置}
4.5'‘ 20.6'‘ 43.4% 25.7% 5.7‘ 4蝿 17.5% 38.2‘ 29.1% 10.3'‘ 

自覚的な身体的 2 3 4 2 3 4 

負担度
5-No.7 

33.8% 39.3強 18.7% 8.2¥ 37叫 33.7% 19.7% 9.6% 

職場町対人関係 IO-{No.12+No.13)+No.14 
3 4-5 6-7 8-9 10-12 3 4-5 6-7 8-9 10-12 

でのストレス
5.7'‘ 24.8% 47.5% 17.6% 4.5'‘ 7.3'‘ 26.8% 41.0¥ 18.4% 6.4'‘ 

職渇環境によ る 2 3 4 2 3 4 
ストレス

5-No.15 
25.1% 38.0¥ 23.1弘 13.8% 17.7略 31.7% 28.8¥ 21.7% 

仕事のコント 3-4 5・6 7-8 9-10 11-12 3 4-5 6-8 9-10 11-12 
ロール度

15-(No.8+No.9+No.10) 
5.4% 16.6% 37.1% 32.4% 8.5% 5.5'‘ 16.0‘ 48.8% 23.3% 6.3箱

技能の活用度
1 2 3 4 l 2 3 4 

No.l1 
4.5% 18.2% 49.4% 27.9% 9.1% 26.7% 45.6% 18.6弛

仕事の適性度
l 2 3 4 l 2 3 4 

5-No.16 
6.4% 23.3% 54.9% 15.4% 9.3‘ 25.9~‘ 49.7弛 15.1% 

働きがい
l 2 3 4 l 2 3 4 

5-No.17 
..1-・7.ji‘. ".24.2‘ 51.4% 17.0¥ 13.1% 29.3% 44.5% 13.1% 

【ストレス1::よってお』る心身のE:聡r"
活気

3 4-5 6-7 8-9 10-12 3 4-5 6-7 8-9 10-12 
No‘1+No.2+No.3 

10蝿 14.3% 41.6'首 24.5% 8.7% 13.4% 19.2¥ 37.3'‘ 21.3'‘ 8鴎

イライラ睡
3 4-5 6-7 8-10 11-12 3 4-5 6-8 9-10 11-12 

No.4+No.5+No.6 
10.3% 20.9¥ 38.2% 25.7% 4.惜 7.6'‘ 18.2¥ 45.1% 20.3'‘ 8師

疲労睡
3 4 5-7 8-10 

No.7+No.8+No.9 
11-12 3 4-5 6-8 9-11 12 

9.7% 12.2¥ 47.4% 23.3% 7.41弘 6.2¥ 23.2‘ 40.1% 23.1% 7.4% 

不安感
3 

No.lO+No‘II+No.12 
4 5-7 8-9 10-12 3 4 5-7 8-10 11-12 

8.3% 14.9哨 51.9% 17.8鳴 7.1' 12.3% 15.6% 44.7% 21.6% 5.81‘ 

抑 うつ感 No咽13........No咽 18の告軒
6 7-8 9-12 13-16 17-24 6 7-8 9-12 13-17 18-24 

15.1 21.6% 40.6% 16.2~ 6.5'‘ 12.4% 18.9% 39.3弘 22.3% 7.2¥ 

身体愁訴 No.19........No.29の合肝
11 12-15 16-21 22-26 27-44 11-13 14ー17 18-23 24-29 30-44 

5.3% 31.0% 40.5% 15.9% 7.4% 8.3% 23.6% 38.6% 21.7弛 7.81‘ 

【ストレス反応l、影響を与える他の因子】

上司からの 15-(No.l +No.4+No.1} 
3-4 5-6 7-8 9-10 11-12 3 4-5 6-7 8-10 11-12 

サポート 6蝿 27.0% 32.8誌 24.7% 8.7% 7.5% 22冊 38.9% 26.7覧 4叩

同僚からの 15-(No.2+No.5+No‘自}
3-5 6-7 8-9 10-11 12 3-5 6-7 8-9 10-11 12 

サポート
6.1‘ 32.4‘ 39.9¥ 16.3‘ 5.3'‘ 8.1% 31.3% 35.3‘ 17.9% 7.4% 

家臨・宜人から 15-(No.3+No.6+No.9) 
3-6 7-8 9 10-11 12 3-6 7-8 9 10-11 12 

のサポート 6四 13.9¥ 20.3‘ 28.41 30.6% 4.4% 10.61‘ 16.0% 28.6‘ 40.4包

仕事満や足生度活の
2-3 4 5-6 7 8 2-3 4 5-6 7 8 

10ー(No.1+No.2) 
5冊 12.3弘 57.2% 17.4% 8.1% 6.4'‘ 15.4% 57.8略 15.4% 5.0% 
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②仕事のストレス判定図を使用レた職場のストレス要因の把渥

「仕事のストレス判定図」は、事業場全体、部、課、作業グループ等の集団

を対象として仕事のI~\理的なストレス要因を評価し、それが従業員のストレス

や健康にどの程度影響を与える可能性があるか、調べることができる。

仕事のストレス判定図は、仕事の要求度ーコントロール一社会的支援モデル

を理論的背景としており、 2つの図から構成される。仕事の量的負担と仕事の

コントロールという2つの代表的なストレス要因から健康リスクを算出した

「量一コントロール判定図」及び同僚の支援とよ司の支援から同様に健康リス

クを算出レた「職爆の支援判定図」である。

判定図上の斜めの線は、仕事のストレス要因から予想される疾病休業等の健

康問題のリスクを標準集団の平均を 100として表している。したがって、職

業性ストレス簡易調査票の尺度のうち、仕事の量的負担、コントロール、同僚

からの支媛、上司からの支援の各々の部署ごとの平均点を求めれば、それぞれ

の部署の健康リスクが算出できる。例えば、ある部署の健康リスクが 130の

場合は、その部署において健康問題が起きるリスクが全国一般と比較レて

30%大きいと判断し、対策の必要性が高い。

判定図で職湯環境を把渥する場合、その集計はできれば 20人以上、少なく

とも 10人以上の集団で実施されることが望ましい。入量買が少ない揚合は、個

人差の影響力T大きく職湯のストレスを正しく評価できないことや、個人が娃定

されやすい点を考慮しプライパシーの保護に配慮が必要である。

仕事のストレス判定図の作成の方法には下記の2種類がある。

A)仕事のストレス判定図のみ実施する傷合

事業揚のメンタルヘルスサポートページ(東京大学大学院医学系研究科精

神保健学・看護学分野の運営〕

(btto・11menta1.m.u-tokvo.ac. ipl istress/hanteizu/inde以 htm)からダ

ウンロードしたプログラムを用いる方法

① 仕事のストレス判定図のための職業性ストレス簡男調査票 (12項目〉

(表 6-(5)-6)を実施する。この際、部署名がわかれば!Q;'Iすしも個人名が

明らかでなくともよい。

② 仕事の量的負担、コントロール、同僚からの支援、上司からの支援の点

量交を計算レ、判定図を作成レたい部著書の平均点を算出する。次に、プログ

ラム上の各尺度の平均点の欄に点数を入力すると量コントロール判定図、

職場の支援判定図のリスクがグラフ上にマークされ、総合健康リスクが自

動的に算出される。

B)職業性ストレス簡易調査票の個人のストレスプロフィールを作成後、仕

事の判定図を作成する方法
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職業性ストレス簡易調査票の回25を、簡易調査票フィードパックプログ

ラム (btto://www.tmu-oh.ac/tooics/stress table.oho東京医科大学

公衆衛生学講座のホームページ〉を用いて、個人の結果処理を行う。次に、

上述のホームページよりダウンロードしたフォルダー内の“簡易調査票用

仕事のストレス判定図"を聞き、フィードパックのデータを取り込み、出

力する帳票の形式を選択レて、印刷することが司能である(図6-(5)-5，6)。

図6-(5)-5 仕事のストレス判定図の出力画面
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表 6-(5)-6 仕事のストレス判定図のための職業性ストレス簡易調査票

あなたの性別は (いずれかに0) 1男性 2女性

あなたのお仕事についてうかがいます。最もあてはまる回答の欄lこOを記入して下さい。

そうだ
まあ やや

ちカ〈う
そうだ ちがう

(1)一生懸命働かなければならない

(2)非常にた 〈さんの仕事をしなければならない

(3)時間肉に仕事が処理しきれない

(4)自分のベースで仕事ができる

(5)自分で仕事の順番・やり方を決めることができる

(6)職場の仕事の方針に自分の意見を反映できる

あなたの周りの方々についてうかがいます。最もあてはまる回答の欄l二O記入して下さい。

非常に かなり 多少 全くない

次の人たちとはどの くらい気軽
(7)上司

に話せますかっ (8)職場の同僚

あなたが困ったとき、次の人達 (9)上司
はどのくらい頼りになります . 
かっ (10)職場の同僚

あなたの個人的な問題を相談し (11)上司
たら、次の人達はどのくらい聞
いてくれますかっ (12)職場の同僚

O 得点の計算方法 問1-6は、そうだ=4点、まあそうだ=3点、ややちがう=2点、ちがう=1点在

与える。問7-12は、非常に=4点、かなり=3点、多少=2点、全くない=1点を与える。

O 以下の式に従って各得点を計算する 仕事の量的負担=問 1+間 2+問3、仕事のコントロール

=問 4+問5+問6、上司の支媛=問 7+問9+問 11、同僚の支媛=間8+問 10+問 12。

本 職業性ストレス簡易調査票結果出力プログラムを用いる場合|立、自動的に尺度点数が実施される。

ただしその場合は、個人結果入力用ファイルに、そうだ=1、まあそうだ=2、ややちがう=3、ちが

う=4として入力することロ
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図 6-(5)-6 仕事のストレス判定図
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(職場環境等の改善のためのツール)

職湯環境改善のツールの 例として、職場環境等の改善のためのヒント集、メン

タルヘルス改善意識調査票(MIRROR)、快適職湯調査 (ソフト面〉などが開発

されている。指導に当たってはこれらの方法があることも教示し、事業者の求めに

応じて使用方法などを説明する。

(1)職傷環境等の改善のためのヒント集(表 6-(5)ー7)

「職場環境改善のためのヒント集J(j. ')引いJ~Ajl?V3')チリクリスト〕 は、わが国の現

場で既に行われた職湯のストレス対策やi動きやすい職場づくりで役立つだ改

善事例を6領域、 30項目のアクションにまとめたものである。ヒント集は、

問題点の把躍が目的ではなく、その織湯で可能な賊湯環境等の改善方法を点検

し、ヒント集の中から自分の賊揚に合った対策のヒントを得るためのちのであ

る。このヒント集は、労働者の参加のもとに、ストレスを減らすための職場環

境等の改善を進めるツールとして研修の中で活用されている。

ヒント集は、主としてヒント集を使ったグループ討議を通じて使用すること

を念頭において作成されている。ヒント集を用いたグループワーク研修の実際

については、以下にその進め方を紹介する。

ヒント集は、参加型グループ討議を通じて使用されるほか、産業保健スタッ

フ等が管理監督者と相談して職場環境等の改善方法を検討する湯などでも活

用できる。また、ヒント集は、その事業場や職爆と関連の大きい項目だけを飯

き出したり、順番を変えたりして、その職場ごとに使いやすいものに変えるこ

とも可能である。ヒント集を用いた職湯環境等改善は規模が小さい事業揚でも、

十分な産業保健スタッフがそろっていなくても、あるいは専門家がいなくても

実施することが可能である。また創意 ・工夫によっては費用をかけずに効果的

な賊湯環境等の改善を実施することができる。ヒント集に関する情報は、

http://mental.m.u-tokyo.ac.ip/istress/ACL!)に掲載されている。

(2)メンタルヘルス改善意識調査票(MIRROR)(表 6-(5)-8)

メンタルヘルス改善意識調査察(M I RROR)は、具体的な対策の目標設定

と活動計画の策定を促進するための質問紙である。MIRRORには、職場の

望ましい状態が45項目列記されている。各職場のメンバーに、それぞれの項

目を改善目標とする必要性を、 r1 .実現されており改善は不要J、r2できれ

ば改善が必要」、 r3.ぜひ改善が必要」、あるいは r4. この職揚とは関係が

ない」の4つの選択1重から選び、回答してもらう。その結果、要望率 (r2で

きれば改善が必要」、 r3.ぜひ改善が必要」の回答の合計割合〉及び実現率(r1 . 

実現レており政善は不要J)の回答の割合)で項目のランキングを作成し、これ

を使って職場の職場環涜改善二一ズを確認する。特に要望率と実現率の上位

10 項目のランキングを基にして、各職場で討議して、職場環慎等の改善目標
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とその方法を様討する。

MIRRORは職場漂境等の改善の効果評価にも使用できる。対策の前後で、

MIRRORによる調査を実施し、改善活動実施前から実施後への変化を確認

することができる。特lこMIRRORの再調査による刻果評価の主なポイント

として、各項目の改善要望率〔“改善の必要あり"と回答した奮の割合〕が減

少しているか、実現率(“実現しており改善不要"と回答レた蓄の割合〕がI雪

加しているかが挙げられる。MIRRORに関する情報は、産業医科大学産業

生態学研究所精神保健学研究室のホームページ【職場におけるメンタルヘルス

対策ガイド1(http://omhp-g.info/envi/envi03.htmDに掲載されている。

(3)快適職場調査(ソフト面)(表 6-(5)-9)

メンタルヘルス不調の予防のだめには、 職場での職務を通して自分が活かさ

れ、成果を上げ、周囲から評価され、社内外から信頼される惇在であること、そ

して、自分が職務を通して成長し発達していることの実感が得られることなど、

働く人達が精神的な充足感、達成感、満足感と安I~\感を得ることができているか

どうかが重要である。そのためは、よいコミュ二ケーションを通した目標や課題

の共有、意思の疎通、 Eいの気持ちゃ感情の共有が必要であり、従業員同士、互

いのI~\が通い合い、信頼関係を通して職務が遂行され、温かい助け合いのある職

場づくりが求められる。 このように、ソフト面の快適化はメンタルヘルスの観

点から重要である。

ア快適職場調査の概要

快適職場調査はソフト面における臓揚の現状を的確に把握し、その上で問題

点を発男し、具体的な職場全体の取組に役立てるためものである。職場のソ

フト面を、事業所i則 (人事・労務担当者、ライン管理者など)と従業員側の

両方の側面からチェックする。管理者用のチェツクシート 1(事業所用〕、

チエツクシート II(従業員用〕の2つのチェツクシートを比較し、管理者と

従業員の意識の遣いを比較・験討することにより、働きやすい職場づくりに

向けたソフト面の課題を把握し職場の改善ができるようになっている。①キ

ャリア形成・人材育成、 ②人間関係、 ③仕事の裁量性、 ④処遇、 ⑤社会との

つながり、 ⑥休暇・福利厚生、 ⑦労働負荷の7つの領I或と総合評価によって、

職慢のソフト面をチェックする。

イ 快適職場調査の特徴

快適職場調資は以下のチ工ツクができる。

(ア)人事労務管理上の問題のチェ ック

快適職場づくりのソフト面の充実には、職場の人事労務管理上の問題

は避けて通れない。快適職場調査を実施することにより、それまで漠然

と感じられていた職湯の問題を客観的な敏値の形で示すことができる。
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管理者と従業員がそれぞれ職場の各領践についてどのように感じている

のかを調べてみることで、より良い人事労務管理の仕組みづくりのヒン

トが得られる。

(イ〉キャリア形成・キャリア開発上の問題のチェック

職場の管理者にとって従業員の人材育成は重要な問題である。従業員

にとっても職場でどのような能力を身につけられるのか、どのように成

長していけるのかは重要な関山事である。快適餓湯調査の結果を育刻に

活用し、従業員のキャリア形成を積極的にサポー卜する仕組みづくりを、

職場ぐるみで考えることにより、管理者にとってち従業員にとっても、

これまで以上に充実した働き方ができる職場づくりができる。

(ウ〉メンタルヘルス上の問題のチェック

快適臓湯づくりに向けたソフト面の取組は、 I~\の問題を解決する意味で

も重要である。快適職場調査を用いて、従業員が職場で伺に困っている

のか、どんなことに手助けを求めているのかを知ることで、職場の全員

が気持ちよく安I~\ して働ける職場づくりに向けて大きな一歩を踏み出せ

る。

66 



O O O O O 。。。O O 。O O O O 

O 。O O 。O 。。。。O O 。O O 。O 。O O 

O O O 。。。。O 。。。O O 。O O O 骨@ O 。。

Pー
に0

。

vav-明
刷
ω
'LE
S語・幽me
剣

M
E
-
e本
奪
事
る

a
n
‘
Z
品
E
・R-Re
-
e取
e，
轟・司
、ω&aw--
JM恥吋喝
a
f
↑&
，
‘
ト
‘
e
-
ea
-
Lぜ
凶
‘
a
w
眠
J
S
RE
州
為
aZ
得
省
smum

hn
hp
e
e
e
a
u
a
s
 

r
t
z
e
a
2
2
5
R

E
2

H
2

2

 

e温眠
、
伽
ホ
以
降
切
H
e
E
E
hp似
例

dd鳥吋白
星
E高
・
SR
v
-
e
e
e
a
‘
俗
a
a
匝
常
信
針
食
肱軍
恥
民
与
e
・
雇
奇
h
Mwe
-
-千
-m-‘

a噌
L干磁
催
日
降
一
刻
ω
w
d町、AL宇
込

F

J
u-
-
偲
区
山
骨
組
w
a
s
-
事
長
a
s
w
m
a
z
依
・
剣
啄
目

。ゐ
以前伺噂'auFH陶
LWBES-
-司
a.，

uv'ao
u--d
'
J眠
AW瞳盃畠規定
@
.
.
 、46
MMRe
“
‘
.
且
宮
島
守
-
g

ゅ
LF
e綾
S
A
M
，
侭
白
川
a
H
-
a
嗣
M
W
魁
開
国
明
e
且
即
刻
a
v
-
-
-

田

向、-6・
4‘RMOLT--
e

て氏
、dp-
aq
'
'e
ee
句
柄
、“‘
，a
kふ白
骨
成
区
ザ
O
L
'留
舗
m
u
-
-
-
J
‘
画
也
-
e
pMuau《副官h・
g
dw‘whRれれ品、伊

ゆ
会
桜
山
w
a
'
撮
時
制
Fuv
z
p
u
h
い
ふ
れ
去

与

白

-
as
e-
-
8
4
q
4f
e
-m
入
、
e
g
a
e
-
-

i

・
e

-

i

j

;

i

e
i

Z

2

2

2

i

島崎

v
J

e

，. 

O O O O 

叫」R・
JLSAW』VP4ave依命
副・a軍情

AV心
J
‘
M
M
・
-
e
u
Amu『
Av
up
vら令
、」‘
.
μzea偏UV4
e
ι
w
賓vn

。
争
鋼
製
山
即
刻
桝
岡
田
事
S
E欝
毎

回

。ι・川崎市付
AW

絢
レ
為
屯
リ
場飢町三一以VU司、。、A旬、
.
.
 Lv・avehv・
5

hy
aで
幽明u
・
当事F
h・・陰
e
u
v
s
pu
c司島
rv-wレ
e・
#
e
h峨
a‘
.
.
 de 

。
伽
h
v
議
u
噌
り
A
市
民
全
創
出
w
-
a
u
s
m
A
W
B併
殺
U
M
W
U
Z

Q

=

E

E

P

E

 

供
g
e
--陪
⑤川匂ご副
島ω
-
e
島a・
p
・
、、
、
d
Am伺
9
4u明
@翁
aa院
MW
Amehhe--wg
'宮‘4a司」
験Eeh・'dwaιv制民tn
s
品、、

ゆ
S
ι
F
L
'
山
W
R
d
v
p
h
m
l
ひ
4
1
d
恥
白

FL
M匂aviL，m膏ぜ幅
L.，a
氏陣
句、
、
A
E
眠
、
e
--
g

n
e
h・hu供与一宮
蛋
M
P
M事
・
h
'aR、。
儀
且z
es
a
w
LVUAm吋aw制£司Ja-
EG
側
主
‘
d
e--
L・6
'
Eaw梢』句MRRレE
-
u

。
ι
F
・
馴
山
w
a
R
際
ユ
L
F
n
v
，
州
議
λ
剛
、
4
1
h
早
川
崎
川
円

一&wpa福
田存
H
-e

E

・一目

£
M守AVL守吹J円bzaph、
、a
e
---
山
吋
ユ
い
A
e
d
‘
田
町
・
8e

h尽』
-
m
h
4
F
d
L，嵯
--
h・a
・
-
L，‘E冒
U
旨
“
‘
ザ

F

u
j

i

E

d
i

r

-

-

:

S

E

E

S

-

i

i

 

副

首

O 

興
公
‘
d
S
S
3
2
-‘
.
.
 eg
h断~・
窃azav吋U
寵也
事
g
Z
E
-
E
-
s
d
m
a弓物
V46円陣
踊
胃
s
a
g
R省、。aa長陪
食合曝蝉
鼠

品叩
ム
予
備
俗
山
m
a
E
a膏
e
他
殺
雀
a
u
o
N

一

・4R
・
h・
-
a
-
-R孟
惨
命
全
m
a-
-
-.也事
ν
・
-w
-
-
s
AW
匹、.一掃
p
v
h
噌
p
v
e'

J
瞬
.
‘
，
M個凶眠
司
晶
、
A
M
S
W進
hv陶
鋭

一

o
bBm
m
ω
・
嵯
峨
急
H噌
・
側
同
制
握
。
-

一
o
e
ヤ
争
込
睡
眠賓
』
Ea
E量
E
E
a--
vpe一や
同
r
t
e
J
-
a
a
a
w
L
?剖
aωuR‘dAMR.‘
.
省-
aaW4u
-uESD眠
a
V
2
a
u
-
-

-

O
LF吋
信
仰
頭
脳
S
副
m
e

，.. 
"-

awu
・鳴が嵐官
脚
色
M
g困問

4AWι，
.畠
が‘
憲-E曽
Fe
e《
昼
ペ
為
等
'
a品
溢
d
u
s
--d
ea山
守男
AW
L千
億

-aLW
各省

A即
位F--
w
e
w
隣
曾
爾
悔
悟
骨
三

。O O 申

A峨噌パ泣辺

r
:
;
i

.
z
z
泌型
伐i

a吻噂
L和'幽櫛帽M栃博山剥欄雌暢胃晶畿事竃姐
.. 
幽創'副鋼鴫

.創鰯'凶凶崎芝

£
0

・R由
香
.‘
Z
2ム
偽
械
や

a
-

law--U
Am40旬
レ
信
M
Jι
守JRU句"Jゃ
。，aa，a・
絵uh
---
令
a
g
t
w竃
e
吾
d
e
・
仏軍

一

。
ぃ
v
ι
F
n
v
岳
会
♀
ω
御
室
恥
憾
。
幅
緩
@
幽
何
比
5
2
一

内L
e
-
-白
組
長
&
.‘
‘晶
司、

一

ゆ
ら
》
ら
A
V
J
h'a
ν
J
-
m
h
'
a
R
e
a
-
-

品
。・
hv、ae
-
-
u
s
e
g
e

一

O
L
'
V
L
，
e
J
静
制
御
陛
'
州
e
e
u州
U
〈
・
N
ニ

。

。

O 

-丞
γ
恥刷
略
.
‘

.. 6

￥
5
・
凶
R
-
e

-1
・
e
e
L
Z
-
e
z
喝事
@
姻
腺
佳
彦
や

。。
--uF血町z
e
・
抱
腹
・
齢
‘
，a争命
、d
g
-e醤

EM

。骨

A
E
U
恥
4
0めれ
va
・H4‘ゆ
省
、
。
.‘e・e-Avg.
‘
ー
ホ
hrA副鵠
L
LW
』

J1&マ
写
機
お

e
e
J『‘

ゆ
L
F
U
A
V
U
司
ゆ
伽
仇
ど
健
制
贋
燦
a
ν
割
£
綱
引
川
-
掌
機
関
M
m
S
〈
・
0
F

-

O
LFU
前吋@含
"
最姐‘
aa，
。“司る
E
Z竺
'E
M陀

a，“
s
sd
'
M串
UE
何

h
a
幽sd嶋監
m
g
W4噂

MQa噺
'J‘凶眠、w‘.“思偏・

一

一

ゆ
ι
F
m
um山
ws
u
v
-
ω
m
z
量
畿
a
m
-

-

q

一

-b

z

i

i

s

t

i

込
S

t
a
t
-
-

E

t

i

l

i

a

-

-

-

O
L
F
H
-
m
崎
ゆ
4
a
余
+
右
側
嘗
掌
・
包
法
@
一

柄
。
e
u副‘・
e
a明
傭
・

2

E

理
詰
S

H

E

E

t

E

E

-

-

i

z

t

a

"15

1

t

=

2

ゆ
が
綱
u
m
血
相
倒
伏
線
也
事
@
官
。
l
b
n
v
蜜
蝋
M
R
R

Awt幽開
制
・
鎌

田

奥

田

酒

田

訴
事
-.
.
 ，.
u-
a
-

。申。
i

t

i

i

;
 

。

d
L，
a・
A
Z
@
a
d
--丘町・智a
M2a司
4Fh-
--a
ed、
.

v必
コきや・EE勾
・且W

R配付
U
え
必
越
・
柏
ι
v
d
『
u
e
a
恥
‘
M
-
a

ゅ
L
F
U
S
A
w
-
a
・
健
闘
市
山
昭
縛
母
思
余
e
m
w
o
，

Aku-
-・
6
・m槍

MFd
-
eu--
一喝
Amhaw噌必
司M刻化
身
。。
H-4
'
u虫
・・
uεemvduG〈
a
eM宵
e
g
M
内
喝
34FeMwa

ム
F
側
副
mU2
d
骨
副
司
為
圃
雄司
品
事
録
u
n倒
壊

e
昏
ど
G
〈
臨
円

i

z

t

g

t

i

t

i

-

3

!

i

i

s

-

-
』

F
b
v
'
山
叩
E
a
-
-
緩
e
g
-
-
緩
〈
厳
令

N

-
骨

*
e

g
e
U4
a
・

田
陣
λ
m
ぶ
hm
ト

0 

・F• 
iI' 

.眠
稼

E 
" E野
欝

11号、
'l 

叫E
tくI~

剣士 t

3|S l 
ti:1 g i 
J九Zi 
n竺 i
~I :;: ~ 
ト、|κ2
fく|E i 

引ti 
士出 入 、
制 ぶ 言

吋ii
ムJIご s
el ~ 岳
~I 行 s

gliii 
S25 
EEE 
間zzai 
※'" 

2
5
h
h
H
h
h
m
h
h
h
三
ど
ま
会
)
山
脈
ム

λ
U
Q
G品
川
記

Q
糊
箔
岬
開
眼
間
耐
精
密

ト
l
(
の
)l
@
w
m



表 6-(5)-8 メンタルヘルス改善意識調査 (MIRROR)

メンヲルヘルス改善意識調査票 [MIRROR] I iJV!l!& I匪11>''./1主軍

あなたについて、該当するものを各項目 lつrっチェアク(レ)して Fさい。

[所属部署

[職種] ロ 研究 ・ml発 ロ SE 口製造 ロ常業 ー販売 口企画 ロ その他 (

[職位] ロ 管理臓 口 一般甘員 ロ その他(

[性別] 口 男 口女 [年齢J(歳

この調査票には.職場において望ましいと考えられる状態が述べられていま す.

あなたの職場について、 (1)すでに実現しており改善は不要、 (2)できれば改善が必要

(3)ぜひ改善が必要、 (4)職場とは関係がない項目である、 の中から、

~も近いものを l つ選び、 O向Iを付けて下さい。

哩織運営教育

1 人の配位やI1事量の訓り当てが適切に行われ、特定の人に負荷が偏らない。

2 fI事の指示を ナる人が明確になっ亡おり、 識に従うか迷う ことはない。

3 それぞれの技能に見合った難易度のI1事が割り 当てられている。

4 業務分担の内容は明確化されている。

5 他的グループとの連携 ・協力はうまくいっている。

6 配位転換 グループ換えは適切に行われている.

7 (J事の)j針はみんなの納得のいくやり )Jで決められている。

8 職場では、だれでも自由に意見や考えを述ベることができる。

9 顧客からの怠見が製品開発やシステム作りに反映されている。

10 I1事の日棟、作業の見通しゃ{立世づけの情報がきちんと伝えられ亡いる.

11 進捗状況 ・連成lJl'について t司と定期的に訴し合う揚が設定されている.

12 ミーアイングの回数や内容が適切で、 情報や問題が共有できている。

13能力や経験に見合った耳耕1や能力開発のための研修が行われている。

|14 日 が部下町訓練や研修の機会を積極的に与えている.

作業業務の改韮

15本来の業務を圧迫ナるほどの余分なfJ:'1fはない.

16生砲や注文などの人力作業による負荷は害すぎない。

17 資料や報告書の作成は必要最小限になるように配慮されている.

18出版業傍時の連絡 ー主援のためのシステムが控備されている。

19 11:'事の大きな負荷が民期化ーする場合の補充 ・支援は速Jやかに行われている.

20顧客や関連業者 とのトラブノレ発生時の相談 ・支援体制はできている.

対人関係

ワllii¥場の中で、 勝手にふるまう者はb沿い。

22職場の中で、 取り残されたり孤立したりする有はいない.

職場環境

日3lii¥鳩町分煙は適切lこ行われている.

24作業環度調'!rt(空調 ・照明など)に、作業者の希望が反映されている.

25 自分の業務に必要な作業空間は ト分に確保されている。

実現

改醤量.< 札できIt 

ぜ

e嘗rはaておし
改事ひ

聞係がなの隆温は』ど

量 も、

1 2 3 4 

直白田

山l
E工江口日

旺呂田
lG工ヨヨ日

旺盟国
→裏面に続きます

AII 1til!lll$ !(('SI:"..，~I . co!明I:hl・'"刷配'ntof Ml'ntalllcalrtけ『山岨 or lnd\lj; 1由1 1~1 Sck-nre&. Uni¥'c目的 。ro田川iOllill81MI加加問削l持".訓
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由務時間・休息

26 残業や体円出勤が多くなりすぎないよう記臆されている.

27 休憩時間中は確実に休める.

28 休憩qlq)屯訴や来客対応は、特定の人に偏っていない。

29 仕事の区切りがついたら他の人に気がねせずに帰れる。

30 『ノー残業デーJが設定され、活用されている。

31 年体はとりやすい。

32 時間7肝不規則な勤務でも、健康前に配慮した勤務体系になっている。

33 体円出勤はないか.あっても連日にはならない。

34 l1<n出勤の後には代11<をとりやすい。

35 混雑する時間 経路を避けて通勤できる。

裁量権限

守6 !Jl亙の担当者には、 円滑に仕事を進めるために|分な権限がある.

37 その日の業務量を、自らの総量で簡節できる.

技能活用・やりがい

日可哀正つみの能力や工夫を生付ことができる.

上司の支媛

39 1:司が忙しすぎないので、部 Fからの相談を受ける余裕がある.

40 .1:司は部 Fからの報告 相談を受け、適切な業務調殺を行っている.

41 t司が多忙な職場では、代理を務める有が設定されている。

42 上司はみんなの仕事が円滑に運ぶよフ取りはからっている。

43 1:司と部下の定期的なl師{妾の際、部 f.O)心身の健康状態を確認している。

44 .1:司から部下へは、何事についてもきちんとした説明がなされている.

同僚の主擾

守子百E職場のメンパ一同 七で、互いに協力できている.

上記以外に改善が必要と恩われる項目がありましたら、記入ιて下さい.

、

改警は現実ておc釜改がれで1きま 改嘗がぜひ

r-::-

理な? は

主 り 量 童 も、

l ラ 3 区

旺盟国
! 日立回目

巨工互ヨ日
巨工工回目

ヨ山
口工ヨヨ日

記入の漏れやミスを今一度ご確認のうえご慢出下さい.ご協力ありがとうございました。

A11 Hi官lusRe喰 円 吋 COI>>'ri:tht l:lc胤円臥判。fMclll.il1JlC'lllh， lr凶川副l'oflt叫 ISUi剖'"吋偲k刈』問問看Unr.esil)'ofOaコU仰，，"，凶1泊凶I:rwiron前前向l訓l嗣 h
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表 6-(5)-9 快適職湯調査 (ソフト面〕

働きやすい職場づくりのための

快適職場調査(ソフ ト面)I 
チェツクシー ト1 (事業所用)

この「快適職場調査Jは、仕事による疲労やストレスを感じることが少な

く、働きやすい快適な職場づくりのために、職場の人間関係など 『ソフト而j

における現状を把握するための調査紫です。

無記名で記入してください。個人の内容が調査対象部門の外に明らかにな

ることはありませんので安心してお答えください。

このチェ ツクシートの記入者は、人事 ・労務管理者、ライン管理者などの

方です。各質問については、その部・線等のグループの従業員を対象に、管

理者がそのグループの全従業員について平均的、総体的な判断で記入してく

主宣どL

1 下記の事項にご記入ください。

|対象部署名 | 
|対象部署所属人数 | 名l調査対象人数

2 第 i領域~第7領域まで、笠盟です。

あなたの部下が自分の職場や仕事についてどのように感じていると思っ

エビゑ空室5段階で該当すると思うところにありのままにOをつけてく

ださい。

3 t信|について

各領域ごとの合計点を出して 7領域の総合計より質問数 35問で割った

数が点となります。

治州刈1樗~ 事

〔各…仰川……把齢附附合剖制首針ト一

総見瓜Lの解釈は〉ササ事fす嘗白，葉場に事情によりy児Eなる島合もあります

4 記入後は、回収を担当する方にお渡しください。
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働きやすい臓掲づくりのための

| 快適職場調査(ソフト面)一一一一一一一一一一1・
全
〈

あ
て
は
ま
ら
な
い

ど
ち
も
か
と
い
え
ば

あ
て
は
ま
ら
な
い

ど
ち
ら
と
も
い
え
辛
い

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば

あ
て
は
ま
る

主
〈
あ
て
は
ま
る

。，
ι
回
令'
-
。，‘

3
-3
一3

4 

4 

i 

-'-
主主

下配白眼問について、践当すると思ラ個所にOを付けて〈ださい.

1 

11'"世多弓l手出Lt=り‘キャリア酷毘置に佐立つ敏奮剤拝われている

2l'嘗い弓ちから相当経由準園多衰えて人事管理が持われている働

31ゲループや画人ごl-Iこ鐘奮副瞳由自揮が園田に:<れでいる凶

41:::由圃埠でl:t輯でも品草食}，告に品事な級官盟腫削弓lサS""
51 ~由圃埠では雄主畠多奮τるとJ吋S女四戸rきj':'れでい4

。を付けた血取を合併し合齢点を5で割り小敵1111'位までIi!λして〈ださL、.1領減 1

5
-5
-
5
 

l百
点 +5=

。を付けた点憶を合併し合計歳を5で網り，)、・1111'

E 4 : 35 制 1-ililt7(fJ合間合計した眠時で網刷叩1帥で臥して〈ださい.医置
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働きやすい職場づくりのための

快適職場調査(ソフト面)

チェツクシート 11 (従業員用)

この「快適職場調査」は、仕事による疲労やストレスを感じることが少な

く、働きやすい快適な職場づくりのために、職場の人間関係など 『ソフト商j

における現状を把握するための調査察です。

無記名で記入してください。個人の内容が明らかになることはありません

ので安心してお答えください。

1 該当する番号にOをつけてください。

部署

年齢
① 20歳未満 ② 20歳代 ③ 30歳代 ④40歳代

⑤ 50歳代⑥60歳以上

①管理職②専門・技術 ・研究機③事務職

職種 ④販売 ・サービス職⑤運輸・建設職⑥生産・技能職

⑦保安職③その他(

就業形態
①正社員 性別 ①男性

②その他( ②女性

2 第 1領域~第 7領域まで、笠血です。

5段階で該当すると思うところにありのままにOをつけてください。

3 集言|について

各領域ごとの合計点を出して 7領域の総合計より質問数 35問で劉った

数が点となります。

[棚蜘……判叫臥ぴ叫哨叫…総齢悩合針2
が4嶋令雄値3.0より両い掛合は職掛の快適感が両く、低い場合は快適感が低いことを示します {侭Rし、 l 
結J阜の解釈は事車場にさ事情により毘なる瑚骨もあります l 

4 記入後は、回収を担当する方にお渡しください。
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〈 てち ち てち て〈
あ はら 勺 はら {ま
て まか と まか ま
I~ ると も らと b 

ま L、 い ない 立
る え "- いえ い

下Iaの!9:問について、敵当すると思う個所にOを付けてください. 1: な 1: 
L、

合1111を5で割り小敵11'"

制 ，-tI即時計舵合併した融制明刷、制第1帥で記入して〈ださい.極 亙 孟+35 扇
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(ω メンタルヘルス不調への気づきと苅応

【確認する書類】

• 
【確認事項】

セルフチェックを行うことができる機会を提供しているか、労働者、管理

監督者、家族等からの相談に対レて適切に苅応できる体制が整備されている

かを確認する。

また、ストレスチェ ック等の実施に際し、労働者の同意を得るなど、労働

者の健康情報の取扱いに!必要な配慮がされているかを確認する。

【指導等のポイン卜】

メンタルヘルス不調に対応するためには、労働者が自らのストレスの状況に

気づくとともに、早期に対応できる体制を整えることが必要である。

指導に当たっては、職業性ストレス簡易調査票の活用等 CP47参照〉、労

働者の気づきを促すための方法や留意点について教示し、セルフチ工ツクの機

会を与えるよう指導する。また、部下の状態の把握の仕方、積極的傾聴の方法

等 CP27、P147参照〉、管理監督者、事業場内産業保健スタッフ等によ

る相談対応の方法、労働者個人のメンタルヘルス不調を把握する揚合の留意事

項等について教示し、事業鼠の取組の実情も考慮して、事業揚の実態に即した

具体的な取組が行われるよう助言を行い、苅応策を検討するよう指導する。ま

た、相談体制を整備した揚合には、正規・非正規を問わず、すべての労働者に

活用されるように周知するよう指導する。

【解説】

[労働者による自発的な相談とセルフチ工ツク]

労働者が自発的に相談できるようにするためには、第一にストレスへの気づきを促

進すること、第二にメンタルヘルス不調への誤解や偏男を減らすこと、そレて第三に

相談しやすい環債を作ることである。
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第ーは、「ストレスへの気づき」で、メンタルヘルス対策として最も重要である。

ストレスへの気づきには、ストレス要因への気づきとストレス反応への気づきがある。

気づきを促すだめには、ストレス要因とストレス反応についての知識を待つことが必

要であり、併せて、易体感覚を高めるとともに、 I~\の状態を客観的にみる目を養うこ

とが大切である。多忙な日常業務に追われて自らを省みる時間を取るのは難レいこと

もあるため、帰宅後、寝るまでの時間において、あるいは週末余俗のある時闘が持て

た時に、自分のストレスの状態を客観的にみることを習慣化することも有用である。

最)aでは、ストレス反応のチェックは、社内のイントラネットやインターネットで

簡単にできるようになっている。簡便にチ工ツクできるので実用性が高いものの、こ

うしたセルフチェックには還とし穴のあることにも十分な注意がl凶要である。「問題

ありません」という結果を単純に信じることは危険である。一方、結果が要注意であ

っても問題がないこともあり、こうしたセルフチェックの仕組みの効用と限界を知っ

ておく必要がある。

第二は、メンタルヘルス不調への誤解や偏男を減らすことである。ストレスやメン

タルヘルス不調への気づいても、 rijl~\ずかしい」とか、「情けない」と思うことにより、

自発的に相談することが妨げられる。メンタ)1;;ヘルス不調についての正しい知識と適

切な態度を持つことが必要であり、そのためには教育が必要となる。集合教育や小冊

子、あるいはオンラインでの情報提供等により教育を行う。

第三は、相談レやすい環境の整備である。メンタルヘルス不調への誤解や偏見の除

去も相談しやすい臓湯の雰囲気づくりに役立つ。また、労働者が使いやすい相談窓口

を設置することが必要である。適宣、利用率や利用者の声を把握して、より使いやす

い窓口にしていく努力が欠かせない。職場環境に問題のあることがわかれば、労働者

の了解を得て職場にフィードJ¥yクし、職湯環境の改善につなげることが重要である。

また自傷他害のおそれがあるなど、相談の内容によっては、安全確保の観点から産業

医等産業保健スタッフや家族に情報を開示し、緊急の苅応を行う上で支援を得ること

が必要になるが、その揚合にも、個人情報保護には十分配慮することが大切である。

[管理監督者、事業揚内産業保健スタッフ等による相談対応]

(1)管理監督者による相談対応

メンタルヘルスケアにおける管理監督者の役割は、部下の状態の把握と必要に

応じた声かけ、傾聴である。傾聴方法は部下からの相談への対応 (P24、P14

7)を参照のこと。

職湯において最も大切なのはコミュ二ケーションである。コンピューターが普

及レたことにより、メールにより用件を伝え、相談することが多くなっている。

メールだと好きなときに読めるという利便性があり、相手が忙レいとか、機嫌が

悪いとかおもんばかる必要がない。さらに重要なことは、記録に残ることである。
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会話の背後にあるものを憶測する必要ちない。

さて、傾聴は対面によることを想定レているため、メールによるコミュ二ケー

ションではあり得ない。傾聴は、文字どおり「耳を傾ける」ことで、「聞く」では

なく、「聴く」である。要するに、相手の語ることにj主力して聴いて理解しようと

いうことである。よく言われるように、コミュニケーションのうち言葉を介する

ものは、実は一部である。むしろ非言語的コミュ二ケーションと言われる身振り

や手振り、顔や特に自の表情などが果たす部分が大きい。傾聴においても当然相

手の言葉だけでなく、非言語的部分にも注目する必要がある。また、自分から情

報を発信する揚合には、言語的な部分だけでなく、非言語的な部分にも十分に配

慮することが大切である。

傾聴では、相手の挙動に注目することが必要であるが、関山を持って聴こ

うという姿勢力T前提条件となる。仕事だからとか、職責上必要だからといった態

度では傾聴にはならない。一対ーの人間とレて相対しているということがポイン

トである。上司という高い立場から見下ろレているかのような感覚では傾締は難

レい。時いてくれているかどうかは、話し手にはすぐにわかるものである。

傾聴で重要なことは、話し手の話の中身とその話にまつわる気持ちを共感する

ことである。気持ちに共感するとは、感情移入とは少し異なる。感情移入では、

相手に、あるいは相手の状況に気持ちを入れることである。レかし共感とは「共

に感じる」ことであり、その意昧では対等である。感情移入では位置関係は様々

であり、共感では、客観的な視点を保持することが大切となる。

このように共感では、自分を常に意識して客観視し、相手との問でどのような

感情の交流が起きているのか、また相手ち自分もどのような気持ちを抱いている

のかが客観的にみられないと問題が発生する可能性がある。

管理監督者は、基本的に産業保健スタッフにつなぐ役割を負っている。部下の

話の内容からメンタルヘルス不調の疑いがあると判断した場合には、産業保健ス

タッフヘ棺談に行くように指示する。もちろん機械的に産業保健スタッフを紹介

するのではなく、先ずは部下の話をきちんと聴いて、共感することが必要である。

(2)産業保健スタッフによる相談対応

産業保健スタッフの役割の第 は、労働者の現在の状態が病的なちのか、ある

いは今後病的状態になるリスクがどの程度あるのかという判断を行うことである。

さらに業務に関連したストレス要因がどの程度あるのか、業務調整が必要かどう

かの判断を行う。通常、保健師等がますは相談対応を行って、次に産業医が面簸

を行う。そしてl必要に応じて精神科医が面接して、病状の判断及び就業上の潜置

について意男を述べるということになる。

産業保健スタッフの面援においても、先ずは信頼関係を作ることから始まる。

管理監督者と同じように、傾聴及び共感が重要である。それに引き続いて、産業
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保健の観点から必要な情報を収集して判断を行うことになる。

[労働者個人のメンタルヘルス不調を把握する際の留意点]

最も注意を要するのは、健康情報という個人情報の取扱いである。人事考課にこの

情報を使用しないのは当然のことであるが、産業保健スタッフや家族と連携をとる揚

合であっても、労働者に対レて説明を+分に行って同意を得ることが重要である。メ

ンタルヘルスに関しては、誤解や偏男が依然として根強くあり、 当該労働者のI~\情を

十分に理解して慎重に対応する必要がある。

ストレスチェック等を実施し、保健指導等を行うためにその結果を事業者が入手す

る場合には、労働者本人の同意の上で実施することが必要である。これに加えて、ス

トレスチェック等を利用して労働者個人のメンタルヘルス不調を早期発男しようと

する揚合には、質問票等に加えて専門的知識を有する者による面談を実施するなど適

切な評価ができる方法によること、事後指置の内容の判断には医師の指導の下、問題

を抱える者に対レて事業場において事後信置を適切に実施できる体制が存在してい

ること等を前提として実施することが重要である。また、事業者が必要な配慮を行う

際には、事業者は、ストレスチ工ツク等により得られた情報を、労働者に対する健康

確保上の配慮を行うためにのみ利用し、不適切な利用によって労働者に不利益を生じ

ないように労働者の個人情報の保護について特に留意することが必要である。

また、労働安全衛生j去に基づく健康診断や一定時間を超える長時間労働を行った労

働者に対する医師による面接指導等により、労働者のメンタルヘルス不調が認められ

た揚合における、事業場内産業保健スタッフ等のとるべき対応についてあらかじめ明

確にしておくことが必要である。

【参考:具体的取組に当たっての留意事項等】

(部下の状態の把握)

メンタルヘルス不調の早期発男のポイントは、「変化」を把躍することである。

愛化を把握するためには、普段から部下の状態をきちんと男ている必要がある。

「いっちと遣う」部下の把握と対応については、「ラインによるケアJ(P23)参

照のこと。

(1)勤怠状況

① 無断欠勤

労働者自身が、無断欠勤の霊大性(就業規則上解雇事由に入ることが多い)

を認識しているのにもかかわらす、病状のために連絡ができなくなってしま

つ。

② 病気休暇が多い

病名を問わず病気休暇が多いことは、首景にメンタルヘルス上の問題のあ
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ることを示唆する。メンタルヘルスの状態が良くなく、免疫力が落ちていて、

病気にかかりゃすくなっている可能性が考えられるからである。

③ 月曜日(休日〉又は金曜日に欠勤が多い

休日明けに突発休が続くようであれば、メンタルヘルスの問題が示唆され

る。平日は伺とか自分に鞭打って頑張って出ていたのが、休日になりホット

して、どっと疲れが出てしまう。そして、再び頑張ろうという気力が出てこ

なくなる。

④ 遅刻が多い(特に月曜日の朝〉、昼食休みからの帰社が遅い、早退が多い

欠勤に至る前段階である。この状態で管理監督者が対応すると欠翻せずに

すむことも考えられる。

⑤ 「風邪をひいた」、「お腹の調子が悪しりなどを理由とする欠勤が多い

メンタルヘルス上の問題の始まりには、こうした状態が非常に多く男られ

る。お腹の調子が悪い、下痢でトイレ通い、気持ち悪い、吐き気がする等で

休むことも多くなる。風邪や胃腸炎に類似した症状が、メンタルヘルス不調

でもみられる。jljtlえば、頭が痛い、 E買が重い、微熱、身体がだるい等の風邪

のような症状はごく普通にみられる症状である。また吐き気、気持ちの悪さ

などは、胃が悪いと思われがちだが、メンタルヘルス不調の初期症状として

非常に多い。お腹をこわすなども多く男られる。

(2)災害・事故

災害・事故は篠lマな要因により生じるちのである。偶然の産物に男えるもの

もよく観察して考えてみると、実はそれらの背景に個人なり、組織なりの重大

な問題が隠されていることも少なくない。事故は、注意力や集中力、持続力が

低下するメンタルヘルス不調の危験信号である。事故は本人のみならず、他人

にも重大な被害をもたらす危険がある。

(3)仕事の能率の低下

仕事の能率のj~下は、具体的には以下のような事態として現れる。

① 仕事をするのに今まで以ょに努力を要する

② 仕事をするのに時間がかかる

③ 期限までに仕事を完成できない

④ 不注意や判断力怪下からミスをする

⑤ 間違った決断をする

(4)症状

症状の把握や診断は専門家でなければ難レい。しかしながら、症状に「気づ

く」ことは可能である。どのような病気であっても最初は自分で気がつくか、

周囲の人が気づくかのどちらかである。その後、時にはためらし1の時期があっ

て、初めて医療機関を受診する。その場合にも、メンタルヘルス不調は身体症
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状として始まることが多いため、内科などを経てから精神科医にたどりつくの

である。重要なのは、「いっちと遣う」という点である。

① 元気がない、口数が少なくなった、「自信がないJr迷惑をかけている」と

いう言動

これらは、いずれも「抑うつ状態」において男られやすい言動である。気

持ちが沈んで、気力が港ちるので、周囲から男ても、元気がなく、口数が少

ないようにみえる。

② 多弁、港ち着かない、攻撃的になる

おレゃべりになり、普段冗談を言わないような人がジョークを言うため周

囲がびっくりしてしまう。「一杯入っているのJと言われそうであるが、実際

一杯入った状態に似ている。

③ 疑い深い、被害妄想的、孤立している

性格的にさい疑山の強い人がいる。伺に対レても慎重で、時には疑い深く

なってしまう。ここでは性格ではなくて、ある時から疑い深い人聞になって

しまい、孤立してしまうようになれば、病気である可能性が出てくる。こう

いう湯合には、本人には病識(自分が病気であるという意識〕 が持ちにくい

ことちある。

④ 不安な表情、離席が多い

メンタルヘルス不調になってくると、概ね不安げな表情が多くなり、また

席についていることが苦痛に感じて、トイレに行ったり、お茶を飲みに行っ

たり、タバコを吸いに行ったり等落ち着かなくなる。

⑤ 居眠り、ボーっとしている

居眠りが多くなり、話レかけても気がつかすボーっとレているζとが多く

なる。この背景には、よく眠れないために日中眠気を催すことがある。また、

睡眠薬を飲んでいて、薬が残って眠いということもある。
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lc7) 職揚復帰における支援

【確認する書類】

【確認事項】

メンタルヘルス不調により休業レた労働者が円滑に職場復帰できるよう、職

場復帰プログラムの策定や関係規程の整備等、職場のルールが衛生委員会等に

おける調査審議を経て定められているかを確認する。

【指導等のポイン卜】

メンタルヘルス不調により休業している労働者が円滑に職場に復帰し、業

務が継続できるようにするためには、休業の開始から通常業務への復帰まで

の流れをあらかじめ明確にしておく必要がある。

r/~\の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引きJ (平成 21

年 3月23日 基安労発第 0323001号以下「手引き」という。〉 に基づ

き、職場復帰支援の流れや事業揚内産業保健スタッフ等の役割、プライパシ

ーの保護等について説明を行い、手引きを参考にした取組が行われるよう指

導する。

職場復帰受援に当たっては、特に以下の点、について留意する必要がある。

I~\の健康問題の特性として、健康問題以外の観点から評価が行われる

傾向が強いという問題や、 I~\の健康問題自体についての誤解や偏見等解

決すべき問題が杏在していることに留意の上、 l白の健康問題を抱える労

働者への苅応を行う必要があること。

事業揚においては、計画的にストレス及びメンタルヘルスケアに関す

る基礎知識やI~\の健康問題に対する正しい態度など、メンタルヘルスケ

アを挺進するだめの教育研修 ・情報提供を行うことが重要であること。

職場復帰支援をスムーズに進めるためには、休業していた労働者とと

もに、その同僚や管理監督者に対する過度の負担がかからないように配

慮する必要があること。

家族の理解や協力ち重要であることから、家族に対して必要な情報を

提供する等の支援が望まれること。

また、事業揚にとっては、労働者のI~\の健康問題がどの療な状態であるか
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の判断が困難であること、 J~\の健康問題を抱えている労働者への対応はケー

スこ、とに柔軟に行う必要があることから、主治医との連携した取組が重要で

ある。

蹴揚復帰支援は、職場のメンタルヘルス対策においても特に対応が難しい

部分でちあり、また、事業者の関J~\ち高いことから、手引きに基づく取組の

進め方について懇切丁寧に説明を行うとともに、 I也I或障害者職業センターが

実施しているリワーク支援等の職場復帰支援事業を紹介するなど、職場復帰

が円滑に進むように閲言を行う。

[解説】

[職場復帰支援の留意点]

メンタルヘルス不調により休業した労働者が職場復帰する際に適切な支援を行う

ことも、重要なメンタルヘルス対策の一つである。その過程では、上司、人事労務管

理スタッフ、産業医など多くの関係者が関与することになる。

メンタルヘルス不調により休業レた労働者の職湯復帰支援の骨子は、本質的には身

体疾患の場合と蛮わるものではない。例えば、休織が認められる期間や臨場復帰後の

業務上の配慮、等に関する制度は基本的には同ーのものとなる。しかし、メンタルへん

ス不調には、関係者が理解を深めておくことにより、よりよい支援が可能となる持徴

や留意点があることも事実である(表 6-(7)-1)。したがって、職場復帰支援はそれ

らを踏まえた配慮を行うことが大切だと言える。

表6-(アト1 メンタルヘルス不調を持つ労働者の蛾鑓復帰支援における特徴 ・

留意点(特に、身体疾患と比較して顕著な点〕

長期休業例が多い。

再発、再燃例が少なくない。

本人が復臓を希望した時点では時期尚早である例が散男される。〔本人，家

族の焦りによることが多い。〕

業務遂行能力の回復について，見通しが立ちにくい例が多い。

受入れ側にとって、支援のあり方が分かりにくい。

疾病についての誤解や偏男などが職場内に見られることが多い。

復職後のフォローアップち重要である。

J~\の健康問題は自殺とも関連が深いため、自殺のリスクについても注意を

要することがある。

職場復帰支援を円滑に行うためには、あらかじめ、メンタルヘルス不調蓄が出た湯
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合の対応を定めておくことが重要であり、活動の手111買や関係者の役割等を定め、実情

に即しだ対応が可能となるよう職場復帰プログラムの策定や関係の規程の整備を行

う等対応を険討レておくことが必要である。

[職場復帰支援の流れ]

職場復帰支援の手引きによる職湯復帰支援の流れは、病気休業開始から職場復帰後

のフォローアップまでの次の5つのステップからなっている(図 6-(7)-1)。

<第1ステッブ>

病気休業開始及び休業中のケアの段階であり、 「労働者からの診断書 (病気休業

診断書)の提出」、 「管理監督者によるケア及び事業場内産業保健スタッフ等によ

るケア」、「病気体業期間中の労働者の安山感の醸成のための対応」及び「その他」

で構成される。

<第2ステッブ>

主治医による職場復帰司能の判断の段階であり、「労働者からの賊場復帰の意思

表示と職場復帰可能の判断が記された診断書の提出j、 「産業医等による精査」及

び「主治医への情報提供」で構成される。

<第3ステッブ>

職場復帰の司否の判断及び職場復帰支援プランの作成の段階であり、「情報の収

集と評価J、『職場復帰の可否についての判断j及び「職場復帰支援プランの作成」で

構成される。

<第4ステッブ>

霞終的な職場復帰の決定の段階であり、 f労働者の状態の最終確認」、 「就業上の

配慮等に関する意見書の作成」、「事業者による最終的な職場復帰の決定」及び「そ

の他」で構成される。

<第5ステップ>

賊場復帰後のフォローアップの段階であり、「疾患の再燃・再発、新レい問題の

発生等の有無の確認J、 「勤務状況及び業務遂行能力の評価」、 「職場復帰支援プ

ランの実施状況の確認」、 「治療状況の確認」 、 「職場復帰支援プランの評価と見

直し」、 「職湯環境等の改善等」及び「管理監督者、同僚等への配慮等」で構成さ

れる。
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図 6-0う 1 職場復帰支援の流れ

|<第1ステップ>病気休業開始及び休業中のケア

7フ 病気休業開始時の労働者からの診断書〔病気休業診断書〕の提出

イ 管理監督者によるケア及び事業揚内産業保健スタッフ等によるケア
ウ 病気休業期間中の労働者の安，~\感の醸成のための対応
工その他

↓ 

|<第2ステップ>主治医による職煽復帰可能の判断

7フ 労働者からの職場復帰の意思表示と職場復帰可能の判断が記された診断書の提出
イ 産業医等による精査

ウ 主治医への情報提供

|<第3ステップ>職場復帰の司否の判断及び職場復帰受援プランの作成

ア情報の収集と評価
(ア〕労働者の職場復帰に対する意思の確認

(ウ〕労働者の状態等の評価

(オ〉その他
イ 職場復帰の可否についての判断
ウ 職場復帰受媛プランの作成
(ア〕職場復帰日

(ウ〉人事労務管理上の対応

(オ〕フォローアップ

|<第4ステップ>最終的な職場復帰の決定

ア労働者の状態の最終確認

ウ 事業者による最終的な職場復帰の決定

(イ〕産業医等による主治医からの意見
収集

(工〕職場環境等の評価

(イ〕管理監督者による就業上の配慮
〔工〕 産業医等による医学的見地からみ

た憲男
(力〕その他

イ 就業上の配慮等に関する意男書の作

成

工その他

職場復帰

L 
l<第5ステップ>職湯復帰後のフォローアップ

目ア 疾患の再燃再発、新しい問題の発生等の有無の確認

イ 勤務状況及び業務遂行能力の評価

ウ 職場復事支援プランの実施状況の確認
工治療状況の確認
オ 職場復帰支援プランの評価と見直し
力職場環境等の政善等

キ管理監督者、同僚等への配慮等
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[試し出勤制度]

社内制度として、正式な職場復帰の決定の前に、以下の①から③までの例に示

すような試し出勤制度等を設けている揚合、より早い段階で職場復帰の訪みを開

始することができ、阜期の復帰に結びつけることが期待できる。また、長期に休

業している労働者にとっては、就業に関する不安の緩和に寄与するととちに、労

働者自身が実際の職場において自分自身及び職場の状況を確認しながら復帰の準

備を行うことができるため、より高い職場復帰率をもたらすことが期待される。

① 模凝出動ー職湯復帰前に、通常の勤務時間と同様な時間帯において、短時間

又は遥常の勤務時間で、デイケア等で模擬的な軽作業やグループミーティング

等を行ったり、図書館などで時間を過ごす。

② 通勤訓練 職場復帰前に、労働者の自宅から職場の近くまで通常の出動経路

で移動を行い、そのまま又は賊揚伯近で 定時聞を過ごした後に帰宅する。

③ 試し出勤 職場復帰前に、職場復帰の判断等を目的として、本来の織湯など

に試験的に 定期間継続して出動する。

ただレ、この制度の導入に当たっては、この聞の処遇や災害が発生した揚合の

対応、人事労務管理上の位置づけ等について、あらかじめ労使間で十分に倹討し

ておくとともに、 定のルールを定めておく必要がある。なお、作業について使

用者が指示を与えたり、作業内容が業務(職務〕に当たる揚合などには、労働基

準法等が適用される湯合があることや賃金等について合理的な処遇を行うべきこ

とに留意する必要がある。

また、この制度の運用に当たっては、産業医等もさめてその必要性を検討する

とともに、主治医からも試し出勤等を行うことが本人の療養を進める上での支障

とならないとの判断を受けることが必要である。

さらに、これらの制度が事業揚の側の都合でなく労働者の職場復帰をスムーズ

に行うことを目的として運用されるよう留意すべきである。

特に、 ③の試し出動については、具体的な蛾湯復帰決定の手続きの前に、その

判断等を目的として行うものであることを踏まえ、その目的を達成するために必

要な時間帯・態様、時期・期間等に限るべきであり、いたずらに長期にわたるこ

とは避ける。

【参考 :具体的取組に当たっての留意事項等}

(試し出勤制度の留意点〉

試し出勤制度を導入レた場合、賃金の支払いや労災保険の取扱い、傷病手当金の受給

に関して疑義が生じる場合がある。試レ出動制度には僚/司な形態、があることから、これ

らを一律に論じることは困難であるが、試し出勤に係る労働条件の整理の一例を示す。

なお、個別の事案に関しては、事案の内容に1lPレて総合的に判断する必要がある。
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試し出動中の労働条件について

-以下の表は、あくまで私傷病を前提
使用者責任災害("輩務上災害)により、労務不能状態に陥った労働者の場合には、
休輩期間中、軽波勤務期間中、解雇後のいずれにあっても、所定賃金満額について請求債権を失わず、
傷病手当金、失章手当金等の公的保険給付が支給された場合には、原則として、それとの差額が支払われるべき

A 賃金 B労災及び通 c安全配慮 D 通勤費の E 傷病手

災の適用 |義事務青等拝の民 支払義務 当

(1)通常の労 所定賃金(賞与・手 あり 負う 就業規則、個 不支給

働をさせる時 当含め)満額支給 別契約等に定

問 め血の叫ある限り、

(2)時間または/ 原則として所 あり 負う 就業規則、個 ケスパ
および内容的に 定賃金(社内 別契約等に定 イケース
軽減された業務 資格に対応し

出"聾埠.，帯で埠蛤の定めを置けIt靖極支給も司竃
めのある隈り、 *， 出究助軍E書控除蝿と.，し専ての翠璽額め支の舶有を掃軒にうかかわらず、勤務時間庖緬餌封につ曹

を行う時間(休輩 た基本給部分
ことは可能

あり
明け)

等)満額支給
桜込能子役む盤wEがKtそ町高のにいよつ{労うい働なて機狼は芝鈎の所2危定10tのbah勺手臼}畿拡を義富島規も唱制毘りこ衝合fー理に性.i:l.を銘2柄8Rめ定坦をれeる>1可

(3)時閉または/ ※軽減量務に就労させ 制度よ就労が予定 負う 就業規則、個 ケスパ
および内容的に る場合には.(2)Aと問 されているか否かに 別契約等に定 イケース
軽減された藁務 じ。その他IJJ場合、合 かかわらず、 作業町

めのある限り、 ※1 
を行う時間(休輩 理性の認められる限り 実態から判断される

あり
期間中別契約 就輩規則等による制度

の締結なし) 設計のあり方、その客
観的解釈による

(4)時間または/ 別契約所定貰金Lっき、 あり 負う 就業規則、個 ケスパ

および内容的に 原則として満額支給 別契約等に定 イケース
軽減された章務 ※本契約所定賃金(貰

めのある限り、/※¥1「
を行う時間{休聾 与手当吉め)は、原則

あり
期間中・別契約 として(6)に準じる

の締結晶り)

米1

(5)ボランティ 指揮命令
就労の可否に聞する医師の判断を前

-作業の実態につき労働基準r圭上の労働時 提として、

間性が認められない場合→原則として(6)と 関係かそ 由フル9イム労働との比舷での労働時
聞の畳さ

アで作業を行 閉じ扱い れに準じる 骨就労している職種(原臓か苔か]
労働時間性が認められる場合→原則として 関係があ などを益準として判断

う時間 (3)と閉じ扱い る限り負う ノ

(日)純粋に休 原則と広茎払なし 原則としてなし 原則として なι 支給

業している時
負わない

問
民ただし、大企憲司事では、労働者の生活保障専の
ため‘労働者としての地位に対応する伺らかの金員
』のるこ支と給がが多約い定ないし制度化され、現に支給されてい

j主 本資料は、 三柴丈奥准教短(近畿犬学法学部〕からご提供いただいたものです。
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(傷病手当金〉

健康保隙においては、傷病手当金という制度が設けられている。

傷病手当金は、病気休業中に被保隙者とその家族の生活を保障するために設けられ

た制度で、病気やけがのために会社を休み、事業主力、ら十分な報酬が受けられない揚

合に支給される。なお、任意継続被保険者 (会社などを退職して被保険奮の資格を喪

失したときに、 定の条件のもとに個人の希望により被保険者となることができる制

度による保険者)は、傷病手当金は支給されない。 (健康保険法第104条による継

続給惜の要件を満たしている奮は除く。〉

(1)傷病手当金が受けられるとき

傷病手当金は、被保険者が病気やけがのために働くことができず、会社を休んだ

日が連続して3日間あったよで、 4日目以降、休んだ日に対して支給される。ただ

し、休んだ期間について事業主から傷病手当金の額より多い報酬額の支給を受けた

揚合には、傷病手当金は支給されない。

(2)支給される金額

支給額は、病気やけがで休んだ期間、一日につき、 標準報酬日額の3分の21こ相

当する額となる。なお、働くことができない期間について、ア、イ、ウに該当する

揚合は、傷病手当金の支給額が調整されることとなる。

ア 事業主から報酬の支給を受けた場合

イ 同ーの傷病により障害厚生年金を受けている揚合(同 の傷病による国民年金

の障害基礎年金を受けるときは、その合算額)

ウ 退職後、老齢厚生年金や老齢基礎年金又は退職共済年金などを受けている楊

合 (複叡の老齢給付を受けるときは、その合算額)

ただし、ア~ウの支給臼額が、傷病手当金の日額より多いときは、傷病手当金の

支給はない。また、ア~ウの支給日額が、傷病手当金の日額より少ないときは、そ

の差額を支給することとなる。

(3)支給される期間

傷病手当金は、病気やけがで休んだ期間のうち、最初の3臼を隙き (これを ri寺

期」と言う。)4日目から支給される。

その支給期間は、支給を開始した日から主主えて 1年6か月である。
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待期3日間の考え方 ) 

f×、 fー×一-.... r-一×ー「

|休|出|休|休|出|出 |休|休|出|

f一一O 一一___ rー 傷病手当金受給 → 

|休|休|休|出|休|休|休|休|休|

f-xー--..， ，.----0一一___r傷病手当金受給→

|休|休|出|休|休|休|休|休|休|

f - 一一一一 1年Eヶ月 一一一一一一ーヘ

|(待期)I 欠勤 | 出勤 | 欠勤 | 欠勤 | 
'--傷手受給v ノ '--傷手受給 .-J

(出典社会保険庁ホームページ〉
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(ω 個人情報の保護への配慮

【確認する書類]

【確認事項]

労働者の個人情報の取扱いに関し、個人情報を取り扱う者及びその権限、

取り扱う情報の範囲等、事業湯内の規程を整備するなど、個人情報の保護に

対する配慮がされているか確認する。

【指導等のポイント】

メンタルヘルスケアを進めるに当たっては、健康情報を盆む労働者の個人

情報の保護に配慮することが極めて重要である。

特にメンタルヘルスに関する情報は極めて機微なちのであり、適切に保護

されることが必要である。

健康情報を含む労働者の個人情報の保護に関しては、個人情報の保護に関

する法律(平成15年法律第57号)及び関連する指針等が定められており、

個人情報を事業の用に供する個人情報取扱事業者に苅して、個人情報の利用

目的の公表や通知、目的外の取扱いの制限、安全管理箔置、第三者提供の制

限などを義務づけている。また、個人情報取扱事業者以外の事業者であって

健康情報を取り仮う者は、健康情報が特に適正な取扱いの厳格な実施を確保

すべきものであることに十分留意し、その適正な取扱いの確保に努めること

とされている。

事業者は、これらの法令等を遵守し、労働者の健康情報を適正に取り扱う

必要がある。

個人情報の保護に関する考え方は[解説]に示すとおりであり、事業i易の

取組の実情ち考慮して助言を行い、適正な取扱いを行うよう指導する。

【解説】

[個人情報の保護への配慮]

1 個人情報保護法とメンタルヘルス対策に対する個人情報の取扱い

メンタルヘルスに係る個人情報は機微な情報として、そのlllU反いには他の健康情

報と同様に慎重に対応しなければならない。他の人に知られたくない情報は個人に

よって異なることもあるが、個人を特定されうる健康情報については、ー基本的に保

護すべきちのである。個人情報の定義については、
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「個人情報の保護に関する法律j第2条において、 fT個人情報」とは、生存す

る個人に筒する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述

等により特定の個人を識別することができるもの(他の情報と容易に照合するこ

とができ、それにより特定の個人を識別することがでさることとなるものを含

む。)をいう。」

とされている。

平成 16年 7月には「雇用管理に関する個人情報の適正な取扱いを確保するた

めに事業者が講すべき活置に関する指針J(平成 16年厚生労働省告示第 256号)

が定められ、「雇用管理に関する個人情報のうち健康情報を取り仮うに当たっての

留意事項J(墓発第 1029009号平成 16年 10月29日〉が定められている。

この中では、表 6ー(8)ー1に示すように健康情報に該当するものの例が示されてお

り、1lJ11反いに留意することとされている。

表6-(8)-1健康情報の例

健康情報指針に定める雇用管理に関する個人情報のうち、健康診断の結果、病歴、その他の

健康に関するものをいう。なお、健康情報に該当するものの例として、次に掲げるものが挙げられる。

( 1) 産業医が労働者の健康管理等を通じて得た情報

( 2) 労働安全衛生法(以下「安衛法J)第65条の2第l項の規定に基づき、事業者が作業環境測定の結果の評

価に基づいて、労働者の健康を保持するため必要があると認めたときに実施した健康診断の結果

( 3) 安衛法第66条第l項から第4項までの規定に基づき事業者が実施した健康診断の結果並びに安衛法第
66条第5項及び第66条の2の規定に基づき医師等から聴取した意見及び事業者が講じた労働者から提

出された健康診断の結果

( 4) 安衛法第66条の4及び第66条の5第l項の規定に基づき事業者が医師等から聴取した意見及び事業者が

講じた健康診断実施後の措置の内容

( 5) 安衛法第66条の7の規定に基づき、事業者が実施した保健指導の内容

( 6) 安衛法第69条第l項の規定に基づく健康保持増進措置(THP)を通じて事業者が取得した健康測定の結

果、健康指導の内容等

( 7) 労働者災害揖j償保険法第27条の規定に基づき、労働者から提出された二次健康診断の結果

( S) 健康保険組合等が実施した健康診断等の事業を通じて事業者が取得した情報

( 9) 受診記録、診断名等の療養の給付に関する情報

(10) 事業者が医療強関から取得した診断書等の診療に関する情報

(11 ) 労働者から欠勤の際に提出された疾病に関する情報

(12) (I)から(ll)までに掲げられるもののほか、任意に労働者等から提出された本人の病歴、健康診断の結果、
その他の健康に関する情報

メンタルヘルス不調に関レては、未だに誤解や偏男がある等、解決すべき課題が

残っており、このような点をも配慮した対応が必要である。レかし、一方では、職

場において強いストレスを感じる労働者は約 6割と高い水準を維持レており、事

業者にとってメンタルヘルス対策は避けられない課題である。メンタルヘルスケア

における個人情報の保護については、十分な配慮が求められるとともに、本人の同

意と関係者のみに限定した情報公開などを柱とした対応が必要である。
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産業医については、刑法 134条において、「医師、薬剤師、医薬品販売業者、助

産師、弁護士、公証人叉はこれらの臓にあった奮が、正当な理由がないのに、その業

務上取り扱ったことについて知り得た人の秘密を漏らしたときは、 6月以下の懲役又

は 10万円以下の罰金に処する。」と秘密漏洩について規定されている。保健師・看

護師については、保健師悶産自市看護師法第 42条の2において、「保健師、看護師又

は准看護師は、正当な理由がなく、その業務上知り得た人の秘密を漏らレてはならな

い。保健師、看護師又は准看護師でなくなった後においても同僚とする。」とレ、罰

則として同法第44条の3で r6月以下の懲役又Iel:10万円以下の罰金 (ただレ、同

法 44条の3第21頁において、告訴により提訴)Jと規定されている。事業場内にお

いて健康診断等に従事し、健康診断の結果などを知りうる立湯にある揚合についても、

その関係者に対して、労働安全衛生法第 104条は「第 65条の2第11頁及び第 66

条第 11頁から4項までに規定による健康診断並びに第 66条の8第 1項の規定によ

る面態指導の実施に従事した奮は、その実施に関して知り得た労働者の秘密を漏らし

てはならない。」とし、罰則として6月以下の懲役叉は 50万円以下の罰金 (同法第

119条〕が定められている。

2 労働者の同意

(1)労働者の同意と労働安全衛生法

個人の健康に係る情報をはじめ、プライバシーに関連する情報を取得するに際レ

ては本人の同意が必要である。事業者、管理監督者、産業保健スタッフ等が対象者

の個人情報を取得する湯合、取得する目的を明確に示して本人の京諾を得るととも

に、その情報を本人から提出してちらうことが望まレい。また、取得レた個人情報

を第三者ヘ提供する揚合ち原則とレて本人の同意が必要となる。ただし、例外的な

ものとして、労働安全衛生法第 108条の2第41貨の「第21頁の規定により厚生労

働大臣が委託した疫学的調査等の実施に従事した奮は、その実施に関して知り得た

秘密を漏らしてはならない。ただレ、労働者の健康障害を防比するためやむを得な

いときはこの限りではない。」とレている。

例えば、メンタルヘルスに関わる個人情報の性質とは異なるちのであるが、法定

健康診断項目以外の検査項目を実施することについての司法判断について、 HI¥/

の積査を労働者の京諮なく実施したことが使用者の違法な行為であることは、東京

地裁判決 (平成 15年5月28B)において判示されているところである。裁判所

の判断としては、

「個人がHIVに感染しているという事実は、一般人の感受性を基準とレて、

他者に知られたくない私的事柄に属するものとして、人権保護の見地から、本人

の意思に反してその情報を取得することは、原則として個人のプライバシーを侵

害する違法な行為というべきである。他方、労働安全衛生法66条は、使用者に
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対し、雇入れ時の健康診断を義務づけ、これに違反したときの罰則を定め、併せ

て事業者に対し、労働者の健康保持躍進対策を講じる努力義務を課している。同

法66条の上記定めは、健康診断の結果を労働者の適正配置及び健康管理の基礎

資料とし、もって、使用者をレて雇入れ後の労働者の健康維持に留意さぜる趣旨

のものと解される。また、これとは・別に、雇用契約は労働者に一定の労務提供を

求めるちのであるから、使用者が、採用に当たって、労働者がその求める労務の

実現し得る一定の身体条件を具備することを確認する目的で健康診断を行うこ

とも、その職種及び労働者が従事する具体的業務の内容如何によっては許容され

得る。以上の観点からすると、採用時(三おけるHI¥/抗体様査は、その目的ない

し必要性という観点から、これを実施することに客観的かつ合理的な必要性が認

められ、かつ検査を受ける者本人の承諾がある湯合に限り、正当な行為として違

法性が困却されるというべきである。」

として、本人の承諾が不可欠であることを示している。メンタルヘルスに係る個人

情報についても「労働者の山の健康の保持僧進のための指針」では「労働者の個人

情報を主治医等の医療職や家族から取得する際には、事業者はあらかじめこれらの

情報を取得する目的を労働者に明らかにして承諾を得るとともに、これらの情報は

労働者本人から提出を受けることが望ましい。(中略)なお、これらの個人情報の

取得又は提供には、なるべく本人を介して行うこと及び本人の同意を得るに当たっ

ては個別に明示の同意を得ることが望まレい。」としている。

(2)復職支援における判例

労働者の同意を得るに際して注意すべきは、例えば、復職支援において個人情報

の開示をレなければ復臓を拒否されるなどの不利益を被るのではないかという不

安感から、悶意せざるを得ない状況に労働者が追い込まれることである。このよう

な状況が発生しないように、あらかじめ収集する必要な情報の内容やその利用目的、

労働者からの同意の取り方などについての取決めを定めておくことが望まレい。

ミレかし一方では、職場復帰に際レて、事業者が従業員の病状を確認することは当

然のこととして、就労の可否を判断するために医師に診断あるいは意男を聴取する

ことを指示することが可能であると、大阪地裁判決(平成 15年4月 16日)に判

示されている。すなわち、

「債権者は、休職期間関始前より、病気を理由とする欠勤があり、その後長期

欠勤及び 18力月間の{木職期間を経ていた。職務復帰を希望するに当たって、復

職の要件である治癒、すなわち、従前の職務を通常の程度行える健康状態に復レ

たかどうかを使用者であるi責務者が債権者に対レて確認することは当然必要な

ことであり、しかも、債権者の休暇前の勤務状況及び満了日まで達している休職

期間を考えると、債務者が、債権者の病状について、その就労の可否の判断の一

要素に医師の診断を要求することは、労使間における信義ないレ公平の観念に照
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らし合理的かつ相当な指置である。したがって、使用者である債務者は、債権者

に対レ、医師の意見を聴取することを指示することができるし、債権者としても

これに応じる義務があるというべきである。」として、「医師の診断を受けるよう

に指示することが、直ちにプライバシーの侵害に当たるということはできない。

(中略〉債権者は、 i責務者に対し、債務者において就労すること力可能であると

判断できるだけの資料を提供すべきであった。」

と判示している。 この点については、 rJ~\の健康問題により休業した労働者の職湯

復帰支援の手引きJ(改訂版〉において、「蹴揚復帰の可否については、労働者及び

関係者から1必要な情報を適切に収集し、線々な視点から評価を行いながら総合的に

判断することが大切である。家族をさめた第三者からの個人情報の収集については、

労働者のプライバシーに十分配慮することが重要なポイン卜になる。Jとし、「診断

書に記載されている内容だけでは十分な職湯復帰支援を行うのが困難な揚合、産業

医等は労働者の同意を得た上で、下記 (ウ)の a及び bの判断を行うに当だって

必要な内容について主治医からの情報や意見を積極的に収集する。この際には、「職

場復帰麦援に関する情報提供依頼書J(棟式1)等を用いるなどして、労働者のプ

ライパシーに十分配慮しながら情報交換を行うことが重要である。」としている

(注 aとは治療状況及び病状の回復状況の確認、 bとは業務遂行能力についての

評価〕。

(3)健康診断における判例

一方では、名古屋地裁判決 〔平成 18年1月 18日〉において以下のように示さ

れている。すなわち、

「昨今の雇用情勢に伴う労働者の不安の僧大や自殺者の溜加といった社会状

況にかんがみ、使用者(企業)にとって、その使用者(従業員)の精神的な健康の保

持は重要な課題となりつつあることは否めないところである。レかしながら、精

神的疾患について事業者に健康診断の実施を義務伺けることは、労働者に健康診

断の受診を義務惜けることにつながるが、精神的疾患については、社会ち個人も

いまだ否定的な印象を持っており、それを明らかにすることは不名誉であるとと

らえられていることが多いことなどの点でプライパシーに対する配慮が求めら

れる疾患であり、その診断の受診を義務付けることは、プライバシー侵害のおそ

れが大きいといわざるを得ない。(中目告)事業者は、労働安全衛生規則 44条 1

項に定められた健康診断の験査項目について異常所男が認められた健康診断の

機査項目について異常所見が認められた労働者に苅する関係では、当該労働者の

健康を保持するために必要な信置について、医師又は歯科医師の意男を聴くべき

義務を負うちのであると解するのが相当であり、これを超えて、精神的疾患に関

する事項についてまで医師に意見を聴くべき義務を負うということはできな

いJ として「労働安全衛生法も、事業者に苅レ、精神的疾患に関する事項につ
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いて、異体的な法的義務を課レていないと解される・-・〈目告)oJ

と示している。レかし、現実には、労働者からの診断書の提出等によって労働者の

精神的疾患を把握することができる以上、事業者の箔働者への健康配慮義務を履行

する上で、専門医の判断が必要になることが多いのが現状である。

3 事業揚内産業保健スタッフによる情報の加工

健康診断、健康相談等で得られた健康情報に基づいて、就業上の箔置を講じる鼠

合に、その情報を加工して伝達することが望ましい。この点については、「雇用管

理に関する個人情報のうち健康情報を取り仮うに当たっての留意事項J(平成 16

年 10月 29日 基発第 1029009号〉に以下のように記載されている。すなわ

ち、「健康診断の結果のうち診断名、険査1直等のいわゆる生データの取扱いにつし'¥

ては、その利用に当たって医学的知識に基づく加工・判断等を要することがあるこ

とから、産業医や保健師等の看護職員に行わせることが望ましい。産業保健業務従

事者以外の者に健康情報を取り扱わせるときは、これらの蓄が取り吸う健康情報が

利用目的の達成に必要な範囲に限定されるよう、必要に応じて健康情報を適切に加

工したうえで提供する等の箔置を講ずること。」としている。健康診断結果や主治

医からの診断書等から得られる個人情報を、現場で必要な形に加工して管理監督者

に提供することで本人のプライバシーを守ることができ、また、管理監督者が知る

必要のない情報を知ることによって、不注意などによりその情報の漏洩を防比する

ことも可能である。

事業者が、労働契約において履行すべき健康配慮義務の内容は、健康診断の結果

における健康障害の程度に基づく就業よの箔置であり、具体的には就業上制限すべ

き業務内容である。その箔置には、診断名や検査結果は必要とされない。事業者が

履行すべき労働者への配慮義務については、職傷環境についての安全への配慮の他

に、適正労働条件措置義務、健康管理義務、適正労働配置義務等があるが、事業者

がこれらの義務を履行するに際しては、健康診断を実施し、労働者の健康管理を把

獲し、その個別条件に応じて適正な箔置を講ずることが求められることになる。こ

の揚合において、健康診断の受診を確認し、かつ産業医等から提出された健康診断

結果による就業上の箔置内容について知りえれば対応できるものである。つまり、

健康診断の個々のデー夕、診断名、生活習慣などについて知る必要はなく、また、

健康上の問題で就業制限するl必要がある傷合にleI:、「健康診断結果に基づき事業者

が講すべき箔置に関する指針J(最終改正平成 20年1月 31日〉に示されている

ように、「勤務による負荷を軽減するため、労働時間の短縮、出張の制限、時間外

労働の制限、労働負荷の制限、作業の転換、就業場所の変更、深夜業の回主主の減少、

昼間勤務への転換等の指置を講じる。J(表 6-(8)-2)ことによってその目的は達成

されることになる。健康情報が利用目的の達成に必要な範囲に限定されるよう、応、
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要に応じて健康情報の内容を目的に応じた情報に適切に加工したよで提供しなけ

ればならない。

表 6-(8)-2就業区分およびその内容

W;t 業 区 分
就業上の指置の内容

区分 内 円首句唱

遇常勤務通常の勤務でよいもの

問主による負荷を軽減するだめ、労働時間の短縮、

就業制限
動務に制限を加える必要のあξ出張の制限、時間外労働の制限、労働負荷の制限、

ちの 作業の転換、就業揚所の変更、深夜業の回殺の減少、

昼間勤務への転換等の指置を講じる。

要休業 勤務を休む必要のあるちの
際費のため、休暇t休職等により一定期間勤務さゼ

ないj昔置を講じる。

(1健康診断結果に基づき事業者が講すべき箔置に関する指針」平成20年 1月 31日改正〉

4 健康情報取扱いに関する事業揚内における取決め

「雇用管理に関する個人情報のうち健康情報を取り扱うに当たっての留意事項J(基

発第 1029009号 平成 16年 10月29日)においては、「健康情報に関する事項

について事業揚内の規程を定め、これらを労働者に周知するとともに、関係者に当該

規程に従って取り扱わせることが望ましい」とし、その規程を定めるときは、「衛生

委員会等において審議を行ったうえで、雇用管理指針第3の9 (1)に定めるところ

により労働組合等に通知し、必要に応じて協議を行うことが望ましい」としている。

事業湯内における取り決めを定めた湯合には、管理監督者や産業保健スタッフに対

する教育研修が必要不可欠となる。指針では、管理監督者への教育研修・情報提供お

よび事業宣言内産業保健スタッフ等への教育研修・情報提供の項目のーっとして「健康

情報を含む労働者の個人情報の保護等」が掲げられており、事業場内の取り決めが有

効かつ効果的に活用されるためには、キーパーソンとなる人達に苅する教育研修が極

めて重要である。
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①長時間労働者に苅する面接指導

【確認する書類】

【確認事項]

労働安全衛生法第 66条の8又は第66条の9に基づく長時間労働者に対

する面媛指導等が的確に実施されているか確認する。

【指導等のポイン卜】

長時間労働者等に対する面媛指導の実施に当だっては、面接指導の際に、メ

ンタルヘルス面のチェッヲち行うことされている。

r r過重労働による健康障害防止のための総合対策について」の一部改正に

ついてJ (平成20年3月7日 基発第0307006号〉及び rr過重労働

による健康障害防止のための総合対策の具体的な実施に当たって留意すべき

事項について」の一部改正についてJに基づき、長時間労働者にわたる時間外・

休日労働を行った労働者に対する面接指導等の的確な実施、事後措置の徹底を

指導する。

また、労働者が面獲指導の申出を行いやすくする観点に立って、平成 18年

3月 17日付け基発第 0317008号(一部改正平成 20年 3月 7日付け基

発第0307006号) r過重労働による健康障害防止のための総合対策につい

て」別紙1r過重労働による健康障害防止のための総合対策」別添「過重労働

による健康障害を防止するだめ事業者が講す検べき指置」中に示す5(2)イ「面

接指導等を実施するための手続き等の整備」について指導を行う。

【解説】
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② 事業者からの質問等に対する対応倒

事業者からの質問に対する対応の例を次に示す。これらの対応例ち参考と

し、事業者に苅する説明等を行う。

問1 そもそもメンタルヘルス対策を講じる必要があるのか(事業宣言に不調蓄が

いない傷合等、事業者の意識がjtjiい揚合)

【対応】

下記の事項等について説明レ事業者の理解を得る。

また、産業保健推進センタ一等が無料で行っている研修、メンタルヘルス対

策支援センターが無料で行う管理監督者に対する教育等の活用を勧奨レ、メン

タルヘルスに関する理解の促進や意識の啓発を行う。このほか、践茎丘三上k
ス簡男調査票の活用等 cr職場環境の把傍と改善 ICP45参照))を行い、職場

のストレスの状況を把鐸することによりメンタルヘルス対策の動機付けを行う

三主主査盟である。

O メンタルヘルス不調の労働者の発生は、組織の活力や事業の生産性の{氏下

に結びつ芦やすいことわら、予防的な観点からlIlI品目;を進めることが重要であ

量三主L

職業生活における強い不安、ストレス等を感じる労働者は約6割に達してお

り、うつ病等の患者叡は平成20年には 100万人を超える状況にある。メン

タルヘルス不調は、特定の職場、特定の業務に起こる問題ではなく、あらゆる

職場で起こり得る問題である。

ひとだびメンタルヘルス不調蓄が発生すれば、その労働者の仕事の能力の低

下や、労働者の休業による労働績失、同僚や上司等サポー 卜する労働者の業務

負担増加、職湯の士気の値下等により、組織の活力の低下や生産性の倍下をも

たらすおそれがあることから、こうしたことを防止するためにも、予防的な観

点からの取組が重要である。

O 労働安全衛牛法令に基づく取組が求められること

労働安全衛生規則第 22条では、衛生委員会の付議事項として「労働者の精

神的健康の保持娼進を図るための対策の樹立に関すること」を規定レており、

事業者は当該規定に基づき，衛生委員会で必要な審議を行う必要がある。

O 企業の安全配慮義務の履行の観点からも重要な取組であることの

労働契約法第5条では、「使用者は、労働契約に伴い、労働者がその生命、身

体等の安全を確保しつつ労働することができるよう、必要な配慮をするものと

する。」として、使用者は労働契約に基づいてその本来の債務として賃金支払い

義務を負うほか、労働契約に特段の根拠規定がなくとも、労働契約上の付随的

義務として当然に安全配慮義務を負うことを規定している。労働者の健康につ

いて事業者が配慮すべきことの基本は、労働者を就業させる際に就業に関係す
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る健康障害の発生や悪化する可能性が高いかどうかを予見する義務(危険予知

義務〕と、可能性が高いのであればこれを避けるべき義務(結果回避義務〕を

きちんと果たすことにある。

問2 メンタルヘルス対策について何万ら手を付けたらよいのか分からない

【対応】

メンタルヘルス対策は労使が協力して組織的な取組を行うことが重要であ

ることから、:圭令事I頁でちある「衛生委員会等における調杏審議 ICP 11参照〕

について、異体的な審議事項、審議内腎について説明を行う。そのよで、調査

審議すべき事項であるメンタルヘルス苅策の実施計画の策定、実施体制の整備

等やセルフケア、ラインによるケア等の4つのケア、教育研修の実施や職場環

境の改善等について、 16 個別指導のポイント」に即レて指導・助言を行う。

また、産業保健推進センタ一等が無料で行っている研修、メンタルヘルス対

策受傷センターが無料で行う管理常督者に対する教育等を活用したメンタル

ヘルスに関する理解の促進や意識の腎発事行うことから始めることも有効で

ある。

小規模事業揚等、指針に則した活動のすべてを行うことが困難と考えられる

事業揚に対レては、メンタルヘルス対策の必要性を十分に説明し、事業者の理

解を得ることを第 とし、事業者の方針の表明、セルフケア、ラインによるケ

アを中山として、事業場の実情に応じて実施可能と考えられる事項から取組を

進めるよう指導するとともに、メンタルヘルス対策支援センタ一等、国の委託

事業により無料で実施している事業を活用するよう倒奨する。

問3 事業揚内にメンタルヘルス対策に知識を有する人材がいない

【対応】

国の委託事業により無料で実腕している「事業館内メンタルヘルス教育研修

担当者養成研修J、産業保健推進センタ一等で実施するメンタルヘルス研修に

より、メンタルヘルスに関する人材の養成、知識の取得が司能であることを教

主する。

また、メンタルヘルス・iI¥ータルサイト「こころの耳」において、職場のメ

ンタルヘルスに関する様々な情報を提供していること、平成 22年度から事業

場内の産業保健スタッフ等を対象とレてメンタルヘルスに係る知識を容易に

習得することができる教育機能を付加レ、メンタルヘルスに関する知識を体系

的に習得することができるようなることを教示する (下半期より実施予定〉 。

さらに、メンタルヘルス対策受援センタ一等国の委託事業により、無料でメン

タルヘルスの専門家の派遣が司能であること等を教示し、メンタルヘルス対策
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の実施を促す。

問4 職湯環境の改善方法がわからない

【対応】

職業性ストレス簡易調査票、職場環蹟等の改善のためのヒント集等の活用方

法について具体的な指導等を行うの

職場のストレスのj~減を図るためには、ストレスの現状を調査レ問題となっ

ているストレスは伺がを明らかにすることが大切であり、明らかになった問題

の申から取り組むべきことは伺かを験討レ、司能なちのから着手レていくこと

が必要である。

具体的には、「職場環境の把握と改善JCP 4 5参照)に基づき、次のように

指導等を行う。

① 職湯環境の評価、職場環境等の改善のための組織づくり、職湯環境改善計

画の立案等、職場I実質改善の流れを説明する。

② 職業性ストレス簡易調査票を活用レたストレス調査の進め方や留意点、入

手方法について説明する。

③ 事業者がイメージレ易いように、職業性ス トレス簡易調査票の結果の出力

例等を示す。必要に応じて中央労働災害防止協会のホームページを活用して

実際にストレヌ調査を体験させる。

Ch社。//www.iisha.or.ip/web chk/strs/ind巴xhtm])

④ 職業性ストレス簡易謂査票による職場のストレスの状況の評価の結果を

踏まえ、職場環境改善のためのヒント集等を用いた具体的な職場改善の方法

について説明し、当該事業場の実態を踏まえた職場改善の方法等について具

体的な助言を行う。

⑤ 必要に応じて、他の事業煽における取組事例 Cr知識編JP164)につ

いて説明する。

問5 個別のメンタルヘルス不調者への対応を聞われた揚合

【対応】

本要領に基づく指導等は、メンタルヘルス不調の予防、不調蓄の早期発男、

適切な苅応、休業者の職場復帰等、主として事業場における体制づくり等を

行わせるちのであり、個別のメンタルヘルス不調者に対して力ウンセリング

等を行うものではないこと、労働者個人への苅処方法に対する助言は差し控

えることに留意し、相談の内容に応じて、下記の対応例を参考にして対応策

を説明するととちに、「職場環境の把握と改善JCP45参照〉に基づき、メン

タルヘルス不調の予防の観点から業務に関するストレス要因を把濯し改善る

99 



必要があることを説明すること。また、メンタルヘルス対策支援センター等

の関係機関を紹介レ、専門家による支援を勧奨すること。

ア いつもと様子が遣う労働者がいる場合

「メンタルヘルス不調への気づきと対応J(P74参照)に基づき、管

理監督者が部下の話の内容等からメンタルヘルス不調の疑いがあると判

断レた揚合には、部下の話を良く聴き、産業医等の産業保健スタッフに棺

談するよう促す。

産業医等の産業保健スタッフは、労働者の現在の状態が精神科医等の診

療を受ける必要があるか、あるいは今後、そのリスクがどの程度あるのか

という判断を行うとともに、業務に関連したストレス要因がどの程度ある

のか、業務調整が必要かどうかの判断を行う。そして、必要に応じて精神

科医等につなぎ病状の判断を行う。

イ 休業者がいる揚合

休業が必要な労働者に苅レては、「職場復帰における支援J(P80参照〉

に基づき、職場復帰に関するルールを定めて、休業の開始及び休業中のケ

アを適切に行うとともに、職場復帰に向けて、職I君復帰支援プランの作成

等、円滑に職場復帰ができるように支援を行う。
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③ 指導に当たり確認する書類一覧

[項目別確認書類一覧]

(1)衛

(2) l~\の健康づくり計画の策定

(3) 4つのケアの実施

① セルフケア

② ラインによるケア

③ 事業湯内産業保健スタッフ等によるケア

(4)メンタルヘルスケアを推進するための教育研修・情報提供

(5)職傷環境の把握と改善

(6) 

(7) 職場復帰における麦援
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(8) 個人情報の保護への配慮

[確認書類別項目一覧]

O 
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